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平成２４年１２月１１日  

 

 情報通信行政・郵政行政審議会電気通信事業部会 

  部会長  根 岸  哲 殿 

 

                                       接 続 委 員 会 

                                           主 査    東 海  幹 夫 

 

 

報 告 書 

 

 

平成２４年１０月２日付け諮問第３０４８号をもって諮問された事案について、調査の結果、

下記のとおり報告します。  

 

記 

  

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東西」という。）の第

一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の認可については、諮問のとおり認可するこ

とが適当と認められる。 

 

２ 提出された意見及びそれに対する当委員会の考え方は、別添のとおりであり、総務省におい

ては、以下の措置が講じられることを要望する（括弧内は別添において対応する当委員会の

考え方）。  

 

（１）NTT東西に対し、今後の技術の進展状況等を踏まえつつ、IPoE方式による接続（以下「IPoE

接続」という。）を行う事業者（以下「IPoE接続事業者」という。）の最大数を更に増加

できるように引き続き検討を行い、IPoE接続事業者の最大数を更に増加できることとなっ

た場合には、速やかに接続約款変更の認可申請を行うことを要請すること。（考え方２） 

 

（２）NTT東西に対し、IPoE接続事業者間の公平性の確保の観点から、IPoE接続の事前調査申

込み又は接続申込みがあった場合には、当該申込みを行った事業者の同意を前提に、既に

IPoE接続を行っている３事業者（以下「既存IPoE接続事業者」という。）と当該申込みを

行った事業者との間で協議を行うことができるよう調整することを要請すること。（考え

方８） 

 

（３）NTT東西及び既存IPoE接続事業者に対し、IPoE接続申込事業者との協議の上、少なくと
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も双務的な守秘義務を承諾したIPoE接続申込事業者に対して、IPoE接続に際し必要となる

情報について、適切に開示することを要請すること。（考え方９） 

 

（４）NTT東西及び既存IPoE接続事業者に対し、IPoE接続に係る網改造料の案分方法について

は、「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」（平成24年７月27日）を踏まえ、関

係事業者間の協議において、利用の程度が少ない事業者等にとって著しく不合理な費用負

担の案分方法とならないようにすることを要請すること。（考え方11） 

 

（５）NTT東西に対し、IPoE接続事業者からの具体的な要望等を踏まえ、IPoE接続に係る相互

接続点の増設に向けて引き続き協議を行い、相互接続点の増設によりNGN内の伝送距離が

短縮されることや、技術の進展状況等を踏まえ、IPoE接続に係る接続料の低減に努めるこ

とを要請すること。（考え方18） 

 

（６）今回申請のあった接続約款附則第２項第２号に規定する場合は、NTT東西に対し、IPoE

接続申込事業者への選定結果の通知に先立ち、選定結果及び当該選定が接続約款に規定す

る選定基準に基づき行われた旨を示す書類を総務省に提出することを要請すること。また、

総務省においては、当該書類を受けて、選定過程の公正性・適正性の検証を行うこと。 

 

（以上） 
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東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気通信設備 

に関する接続約款の変更案に対する意見及びその考え方（案） 

（NGNの IPv6 インターネット接続における接続事業者数の拡大） 

 

意   見 再 意 見 考 え 方 （案） 

意見１ IPoE 接続事業者の最大数が 3 社から 16

社に増加することは、公正競争の観点から好ま

しい。 

再意見１ 考え方１ 

○ 当協会は、平成 21 年の NGN の IPv6 インター

ネット接続に係る接続約款認可当時より、IPv6 

IPoE 方式において、当時から接続を行う事業者

数が 3 社に制限されることの問題点について主

張してきましたが、今般この最大数が 3 から 16

に増加することは、それが緩和されることにな

り非常に好ましいことと考えております。 

（社団法人日本インターネット 

プロバイダー協会） 

 

○ 現在、ISP 等の接続事業者が東日本電信電話

株式会社殿及び西日本電信電話株式会社殿(以

下、「NTT 東西殿」といいます。)の NGN 上で

IPv6 接続を提供する方式は、ISP が IPv6 PPPoE

接続（以下、「PPPoE」と言います。）方式で

NGN と接続するか、接続が 3 社に限定されてい

る IPv6 IPoE 接続（以下、「IPoE」と言いま

す。）事業者より ISP が卸電気通信役務の提供

を受ける方式があります。 

IPoE 接続事業者数に上限が設定されることは

平成 21 年 8 月 6 日の「東日本電信電話株式会社

及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電気

通信設備に関する接続約款の変更の認可（NGN

の IPv6 インターネット接続に係る接続約款の措

置）」の際に、NGN が第一種指定電気通信設備

であることに鑑み、IPoE 方式は利用の公平性が

－ 

○本件認可申請に係る賛成の御意見として承

る。 

別添 
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担保されているとは言えないこと、市場の寡占

化の懸念があること等について多くの意見が寄

せられました。この度、IPoE 方式の事業者数が

現在の 3 社から最大 16 社に拡大された事は多様

な事業者の参入を期待できることから、公正競

争の観点において評価できるものと考えます。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

 

意見２ 既存 IPoE 接続事業者数と接続申込事業者

数の合計が 17 以上に達した場合は、IPoE 接続

事業者の最大数の更なる拡大について引き続き

検討されるべき。 

再意見２ 考え方２ 

○ 今般 IPoE 接続事業者の最大数が 16 に拡大さ

れますが、今回の IPoE 接続を行おうとする事業

者からの接続申込み手続において、既存 IPoE 接

続事業者数と接続申込み事業者数の合計が 17 以

上に達した場合は、選定手続きの他に、最大数

の更なる拡大につきましても引き続き並行して

検討されるべきと考えます。 

（社団法人日本インターネット 

プロバイダー協会） 

 

○ 更なる IPoE 接続事業者数の拡大について

は、今後の技術の進展状況等を踏まえつつ、

引き続き検討をさせていただく考えです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

 

○ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電

話株式会社（以下「NTT 東西」という。）に

おいて、今後の技術の進展状況等を踏まえつ

つ、IPoE 接続事業者の最大数を更に増加でき

るように引き続き検討を行うことが適当であ

る。 

  また、NTT 東西は、IPoE 接続事業者の最大

数を更に増加できることとなった場合には、

速やかに接続約款変更の認可申請を行うこと

が適当である。 

意見３ 既存 IPoE 接続事業者数と接続申込事業者

数の合計が 16 に達しない場合は、期限後も引き

続き、新規の接続申込みが受付けられることを

希望。 

再意見３ 考え方３ 

○ 今回、新規の接続申込みは一定の期日（平成

24 年 12 月下旬目途）までと期限が設定されて

おりますが、既存 IPoE 接続事業者数と接続申込

み事業者数の合計が 16 に達しない場合は、期限

後も引き続き、新規の接続申込みが受付けられ

ることを希望します。 

（社団法人日本インターネット 

プロバイダー協会） 

○・今回の申込み受付期間以降も、接続可能な

IPoE 接続事業者数に空きがある場合は、上限

数に達するまで継続して接続申込の受付を行

います。 

なお、受付期間以降に接続申込承諾を行っ

た場合の接続開始時期については、個別に調

整の上、回答いたします。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 今回申請のあった接続約款では、「受付期

間経過後に受け付けた IPoE 接続に係る接続申

込みについては、選定対象接続申込みを承諾

した後に、第 22 条第１項の規定に基づき承諾

するものとします。」とされており、受付期

間経過後、既存 IPoE 接続事業者数と接続申込

みの数の合計が 16 以下の場合には当該申込み

が受付順に承諾され、以降、IPoE 接続事業者

数と承諾を受けた接続申込者数の合計が 16 に
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○ 社団法人日本インターネットプロバイダー

協会殿の意見に賛同いたします。 

IPoE 接続が可能な事業者数の拡大は多様な

形態での参入が期待できることから、仮に今

回接続事業者数が 16 に至らなかった場合でも

継続的に新規参入できる余地を確保しておく

ことが必要です。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

至るまで、受付順に承諾されることとされて

いる。 

意見４ IPoE 接続事業者数の上限が 16 社とされ

ている根拠の詳細が明らかにされていないた

め、NTT 東西は、IPoE 接続事業者数の上限を 16

社と試算した際のネットワークの構成や接続条

件等の前提条件や定量的・技術的根拠につい

て、関係事業者が幅広く検証できるように開示

することが必要。 

再意見４ 考え方４ 

○ NTT 東西殿は IPoE 接続事業者数が 16 社へ拡

大することについて、中継ルータ間および中継

ルータ～収容ルータ間での故障検知方法を変更

する技術的措置によるものと説明しています

が、そもそも接続事業者数が 3 社に限られる事

は QoS サービスにおける故障発生時の品質劣化

を回避するためとされており詳細な技術的根拠

が開示されていないことに加え、今回の措置に

おいてもどのような根拠で上限を 16 社としたの

か詳細が明らかにされていません。よって NTT

東西殿は、上限を 16 社と試算した際のネットワ

ークの構成や接続条件等の前提条件や定量的・

技術的根拠について関係事業者が幅広く検証で

きるように開示することが必要であると考えま

す。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

○ IPoE 方式接続開始当初においては、中継ル

ータの処理能力に制約があり、ひかり電話等

の QoS サービスにおける故障発生時の品質劣

化を回避するため IPoE 接続事業者の数は最大

３社に制約せざるを得ませんでした。 

・その後、当社では継続的に検討を行い、①

中継ルータ間及び②中継ルータ～収容ルータ

間で、それぞれ独自に故障検知を行っていた

ところ、確認間隔が短い中継ルータ間（①）

の故障検知結果を中継ルータ～収容ルータ

（②）へ通知することにより、故障検出時間

の短縮を行うなど変更を行い、これにより

IPoE 接続事業者数は最大３社までという技術

的制約を緩和しました。 

・一方、今回新たに IPoE 接続事業者数が最大

16 社までとなるのは、IPoE 方式が IPoE 接続

事業者様からお預かりした各社固有のアドレ

スブロック内の IPv6 アドレスを用いた通信で

あることから、NGN の収容ルータに対し IPoE

○ IPoE 接続事業者数の上限が 16 とされてい

る根拠については、申請概要及び NTT 東西の

再意見のとおり。 

 

  なお、NTT 東西においては、IPoE 接続事業

者に対し、開発等契約の締結に必要な範囲

で、適切に情報を開示することが適当であ

る。 
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接続事業者様の各社固有のアドレスについて

設定を行う必要がありますが、当該設定領域

は収容ルータの仕様上の制約により、最大 16

社分のみ設定可能となっているためです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

意見５ IPoE 接続を基本的な接続機能と位置付

け、個別負担と整理されている費用項目を接続

料原価として算入すべき。 

再意見５ 考え方５ 

○ また、今般 NTT 東西殿より提出された申請概

要において、IPv6 PPPoE 方式（トンネル）方式

による接続は「基本的な接続機能」と位置づけ

られている一方で、IPv6 IPoE（ネイティブ）方

式は依然として IPoE 接続事業者の個別負担とな

る網改造料を要することとされています。この

様な個別負担の存在は IPoE 接続事業者参入の大

きなハードルとなっており、IPv6 インターネッ

ト接続の普及促進に向けて、今後その在り方を

検討するべきと考えます。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ これまで接続事業者が最大３社に制限されて

いたため、IPoE 接続に係る網の費用は網改造料

として接続事業者の個別負担とされていまし

た。今回の申請概要においても IPoE 接続は「基

本的な接続機能」ではない、とされているもの

の、その根拠は依然として接続可能な事業者数

に制限（１６社）があるからとなっています。 

基本的な接続機能とされている PPPoE 接続で

は、都道府県の域内に特化した接続サービスや

自社サービスに特化した役務提供が可能です。

一方、IPoE 接続事業者は NTT 東西殿の提供エリ

ア全て（全国）でサービス提供可能となるよう

相互接続を維持することが前提であり、加えて

○ PPPoE 方式については、現行の IPv4 インタ

ーネット接続と同様の方式であり、従前の費

用負担の考え方を踏襲し、接続を開始しまし

たが、IPoE 方式については、新たな接続方式

として、ご要望いただいた IPoE 接続事業者様

にゲートウェイルータ等のコストを個別に負

担いただくことを前提として機能開発を行っ

た経緯があることから、基本的な接続機能と

は位置づけられないと考えており、当社とし

ては、当該費用について接続事業者様に個別

にご負担いただく考えです。 

・また、IPoE 方式の接続箇所については、

PPPoE 方式と同様に各県に接続箇所を設ける場

合より、ＩＰ通信網県間区間伝送機能をご利

用いただいたとしても、効率的でコスト的に

も安価になる事をご説明させていただき、事

業者間で合意した上で、東西それぞれ１箇所

での接続形態としているところです。 

・なお、NTT 東西それぞれに 1 箇所としている

POI を増設することについては、現在、関係事

業者と増設数、実施スケジュール、経済的負

担等について協議を行っているところです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ BBIX 株式会社殿の「IPoE 接続を PPPoE 接続

○ 平成 21 年８月６日付け情報通信行政・郵政

行政審議会答申において、IPv6 PPPoE 方式

（トンネル方式）による接続については「接

続可能な事業者数に制限のない接続形態であ

ること等から、多くの接続事業者に具わって

いることが必要な「基本的な接続機能」に位

置付けることが適当」との考え方を示してお

り、当該接続に係る費用は一部を除き収容局

接続機能の接続料原価に算入されることとし

ている。他方、IPoE 接続については、「接続

可能な事業者数が当面最大３社に制限され、

誰もが提供可能な接続形態とは言えず、「基

本的な接続機能」とは考えられない」との考

え方を示しており、その費用は接続事業者の

個別負担となる網改造料と整理したところで

ある。 

今般、新たな技術的措置を実施したことに

より、IPoE接続事業者の最大数の増加が可能

となったところであるが、依然として接続可

能な事業者数には制限があることから、IPoE

接続機能は個別的に用いる機能であり、「基

本的な接続機能」ではないとする考え方は、

引き続き妥当なものと考えられる。 

なお、PPPoE接続とIPoE接続との間では、平

成21年８月の認可に際して明らかにされてい
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いかなる ISP 事業者の利用要望に対しても公平

なサービス提供を半ば義務づけられています。

この両者を比較すれば IPoE 接続事業者の公益性

がより高いことは明らかです。 

また、NTT 東西殿の接続約款においても

「IPoE 接続に係る責務（第 50 条の 4）」とし

て、不当な接続の条件又は卸電気通信役務の提

供条件を付さないこと、特定の電気通信事業者

に対して不当に差別的な取扱いを行わないこ

と、の責務が明記されております。 

更に、PPPoE 接続事業者では網終端装置の費

用負担は網の基本機能と整理された結果軽減さ

れたものとなっており、また各県に接続箇所が

設けられているため都道府県域内での接続が可

能です。 

一方、IPoE 接続事業者は以下の費用を負担し

ています。第一は非指定設備とされているゲー

トウェイルータに関する個別の負担であり、第

二は IP 通信網県間区間伝送機能に関する個別の

負担です。この IP 通信網県間区間伝送機能は、

IPoE の接続箇所が NTT 東西殿それぞれに 1 箇所

とされていることに起因してその利用を強いら

れているものです。 

このように、IPoE 接続と PPPoE 接続の間では

コスト面の不公平が生じており、公正な競争を

阻害するおそれがあります。 

以上のことから、公益性の高い IPoE 接続は基

本的な接続機能と位置付けるべきであり、また

PPPoE との公平性の点からも個別負担と整理さ

れている費用項目を接続料原価として見直すべ

きです。 

（BBIX 株式会社） 

 

 

 

と同様に基本的な接続機能に位置づけその費

用を接続料原価に算入する」との意見に賛同

いたします。 

ただし、その根拠としては IPoE 接続の公益

性の高さによるものではなく、以下の前回の

弊社意見を理由として基本的な接続機能にす

べきであると考えます。 

① IPoE 方式の接続事業者数に上限がある事を

唯一の理由として費用の個別負担としている

ところ、IPoE 方式は接続を希望する事業者

が特定の少数であるのではなく、NGN の技術

的制約により接続を制限された結果として少

数の事業者しか利用できないに過ぎないこと 

② 第一種指定電気通信設備との接続条件として

も、IPv6 の普及拡大を実現するためにも

IPoE 方式は PPPoE 方式と同様に多くの接続

事業者が公平に共通的に利用する事が期待さ

れ、許容されるべき重要な機能であること 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

るとおり、費用負担や相互接続点の数につい

て差異が存在するが、いずれの方式でIPv6を

提供するかについては、各事業者の判断によ

り選択されるものであると考えられる。 
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意見６ IPoE 接続事業者数の上限が撤廃されるこ

とにより、PPPoE 方式と同様に基本的な接続機

能と位置づけられ、低廉な費用で接続できるよ

うになることを希望。 

再意見６ 考え方６ 

○ しかしながら、PPPoE 方式と IPoE 方式を比較

した場合、いずれも第一種指定電気通信設備で

ある NGN との接続であるにも関わらず、PPPoE

方式が基本的な接続機能と位置づけられ、その

費用が接続料原価に算入されることに対して、

IPoE 方式は接続可能な事業者数に制限がある事

を唯一の理由としてその費用は網改造料による

個別負担と整理されています。費用負担の在り

方として特定の接続事業者のみが利用する機能

に係る費用を網改造料による個別負担とする整

理には相応の範囲においては妥当性があると考

えられますが、そもそも IPoE 方式は接続を希望

する事業者が特定の少数であるのではなく、NGN

の技術的制約により接続を制限された結果とし

て少数の事業者しか利用できないに過ぎませ

ん。第一種指定電気通信設備との接続条件とし

ても、IPv6 の普及拡大を実現するためにも IPoE

方式は PPPoE 方式と同様に多くの接続事業者が

公平に共通的に利用する事が期待され、許容さ

れるべき重要な機能です。 

仮に今回、接続事業者数が 16 に至らなかった

場合でも、個別負担となる過大な費用や接続に

係る様々な要件等が IPoE 方式の利用を阻害して

いることが容易に想定されるため、早期に IPoE

接続事業者数の上限が撤廃され PPPoE 方式と同

様に基本的な接続機能と位置づけ、その費用を

接続料原価に算入し、低廉な費用で接続できる

ことが望まれます。さらに、今後 IPoE 接続事業

者数を 16 以上に拡大することに時間的・技術的

な制約がある場合には接続事業者数に上限があ

る状態であっても、接続事業者の負担する費用

○ PPPoE 方式については、現行の IPv4 インタ

ーネット接続と同様の方式であり、従前の費

用負担の考え方を踏襲し、接続を開始しまし

たが、IPoE 方式については、新たな接続方式

として、ご要望いただいた IPoE 接続事業者様

にゲートウェイルータ等のコストを個別に負

担いただくことを前提として機能開発を行っ

た経緯があることから、基本的な接続機能と

は位置づけられないと考えており、当社とし

ては、当該費用について接続事業者様に個別

にご負担いただく考えです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 基本的接続機能に対する考え方について

は、考え方５のとおり。 

IPoE 接続事業者の最大数の増加に対する考

え方については、考え方２のとおり。 
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の低廉化を図るための措置が必要です。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

意見７ IPoE 接続に係る費用の低減が必要。 再意見７ 考え方７ 

○ しかしながら、ISP 事業者が IPv6 IPoE 方式

で接続するのは、コスト面等でまだハードルが

高いと考えられ、IPv6 の普及促進の観点から、

このハードルを引き下げることが必要と考えま

す。 

（社団法人日本インターネット 

プロバイダー協会） 

 

○ IPv6 の普及促進のためには、IPoE 接続事業者

数の拡大のみならず、IPoE 接続に係る費用（例

えば、ＩＰ通信網県間区間伝送機能の料金等）

の低減が必要だと考えます。 

（KDDI 株式会社） 

 

○ 今回の IPoE 接続事業者数の拡大により、新

たな IPoE 接続事業者様が参入しユーザの IPv6

の利用が拡大すれば、1 社あたりの負担額、さ

らには 1 ユーザあたりの負担額が低減し、更

なる IPv6 の普及促進に資するものと考えてい

ます。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 日本ネットワークイネイブラー株式会社殿

および KDDI 株式会社殿の「IP 通信網県間区間

伝送機能の料金の低廉化」について賛同いた

します。 

また、前回の弊社意見の通り、仮に POI を

拡大する場合は IPoE 接続事業者が拡大された

各 POI に接続して自ら県間伝送を行ってトラ

フィックを集約することから、NTT 東西殿によ

るトラフィックの伝送距離は POI 拡大前と比

較して相対的に小さくなることから、NTT 東西

殿による県間伝送に係る IPoE 接続事業者の費

用負担も当然小さくなることが必要です。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

○ NTT 東西の再意見にあるとおり、今般の

IPoE 接続事業者の最大数の増加を受け、新規

IPoE 接続事業者が参入し、IPoE 接続による

IPv6 の利用者数が増加すれば、1 社当たりの

負担額及び 1 利用者当たりの負担額は相対的

に低減されると考えられる。 

同時に、NTT 東西においては、技術の進展

状況等を踏まえ、IPoE 接続に係る費用の低減

に努めることが望ましい。 

なお、相互接続点の拡大については、考え

方 18のとおり。 

意見８ IPoE 接続を希望する事業者が事前調査申

込を行った以降早期に、NTT 東西、当該事業者

及び既存 IPoE 接続事業者の協議の場を設けるこ

とが必要。 

再意見８ 考え方８ 

○ 今回認可対象ではありませんが、現在 NTT 東

西殿と既存 IPoE 事業者間で行われている IPoE

方式についての協議の場に、今回新規参入する

IPoE 接続事業者も加わった協議の場が必要と考

えます。これは既存 IPoE 接続事業者と新規参入

IPoE 接続事業者間の公平性の確保のためにも重

○ 関係事業者とご相談しながら、新規 IPoE 接

続事業者様と既存 IPoE 接続事業者様が早期に

協議を行うことができるよう調整させていた

だく考えです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ IPoE 接続事業者間の公平性の確保の観点か

ら、NTT 東西において、IPoE 接続の事前調査

申込み又は接続申込みがあった場合には、当

該申込みを行った事業者の同意を前提に、既

存 IPoE 接続事業者と当該申込みを行った事業

者との間で協議を行うことができるよう調整
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要と考えます。この協議の場への参加開始時期

は、合理的には IPoE 接続事業者として選定され

参入が認められてからと思いますが、事業に大

きな影響があるので NTT 東西殿に申し込んだ時

点以降から参加が認められることを要望しま

す。 

（社団法人日本インターネット 

プロバイダー協会） 

 

○ 新規 IPoE 接続事業者の追加実施につきまして

は、その算入が IPv6 インターネット接続サービ

スの健全な普及・促進に結びつくよう、IPoE 接

続事業者間の公正競争条件及び公平性に配慮す

ることが必要であり、新規事業者は既存の IPoE

接続事業者の現在の接続仕様や接続構成（全国

接続）等と同様の接続とすることが必須です。 

これまでの IPoE 接続の運営において、技術・

運用の仕様策定やシステム改善の要望は既存の

IPoE 接続事業者間のコンセンサスを形成した上

で NTT 東西殿との協議を実施してきました。こ

れは、NTT 東西殿が提供しているオペレーショ

ンシステム等を共通機能として接続事業者が共

同で利用している背景があるからです。 

よって、新規に IPoE 方式の接続を要望する通

信事業者（以下、「IPoE 接続申込者」といいま

す。）が事前調査申込書を提出し、機密保持契

約等の締結が完了した以降早期に、IPoE 接続申

込者と既存の IPoE 接続事業者の話し合いの場を

設け、NTT 東西殿と既存 IPoE 接続事業者及び

IPoE 接続申込者の間で接続に関する諸条件を事

前に確認することが重要です。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ NGN はその性質上、NTT 東西殿と IPoE 接続事

業者殿が共同でオペレーションする側面があ

○ 社団法人日本インターネットプロバイダー

協会殿、BBIX 株式会社殿および日本ネットワ

ークイネイブラー株式会社殿の意見に賛同い

たします。 

前回の弊社意見の通り、新規申込事業者の

予見性の確保および既存事業者殿との情報格

差を無くすために十分な情報開示と協議が必

要です。特に費用負担やネットワーク構築に

大きな影響を及ぼす要素については事業収支

を大きく左右することから、将来に向けての

網改造等については速やかに協議に参加する

ことが必要です。 

なお、新規 IPoE 接続事業者は後発事業者で

あるが故に既存 IPoE 接続事業者殿と比較して

ネットワークの利用の頻度が低い事やユーザ

数が僅少であること、さらに新規 IPoE 接続事

業者の提供エリアが全国ではなく特定地域と

なる場合も想定されることから、費用負担方

法は関係事業者間で十分な議論を尽くし、新

規 IPoE 接続事業者がその利用頻度やサービス

の提供形態に比べて著しく不合理で過度な経

済的負担とならない按分方法で合意すること

が必要であると考えます。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

○ この度、IPoE 方式の事業者数が現在の 3 社

から最大 16 社に拡大された事は多様な事業者

の参入により競争環境の促進が期待されると

ころ、IPoE接続事業者には 

① 事業者に対して不当な接続の条件又は卸電気

通信役務の提供条件を付さないこと 

② 特定の電気通信事業者に対して不当に差別的

な取扱いを行わないこと 

との責務は存在しますが、新規参入の阻害要

因となりかねない事業形態の限定や NTT 東日

することが適当である。  

なお、NTT 東西と既存 IPoE 接続事業者との

間の IPoE 方式に関する協議の場には、新たな

IPoE 接続事業者が、不当に差別されることな

く参加できるようにすることが必要であると

考えられる。 

また、IPoE 接続事業者の責務については、

考え方 15のとおり。 
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り、網改造についても継続的な協議が進められ

てきたと理解していますが、新規 IPoE 接続事業

者が共同でネットワークをオペレーションする

上で、既存の IPoE 接続事業者殿との情報格差を

無くすことを目的として、IPoE 接続事業者とし

て共有すべき情報、課題について以下の項目を

開示していただくことが必要です。 

 

・ 現時点までの協議事項と結果 

・ 今後の検討課題等の協議状況 

 

また、費用負担やネットワーク構築に大きな

影響を及ぼす網改造については事業収支を大き

く左右する可能性があるため、新規 IPoE 接続事

業者が接続申込を行った段階で事業者間協議へ

の参加を可能としていただくことが必要です。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

 

本殿および NTT 西日本殿の両方との接続を義

務付ける必要はないものと考えます。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

意見９ 新規参入の検討に当たり、費用等の情報

が必要。守秘契約の締結を前提としつつ、NTT

東西からの情報提供が必要。 

再意見９ 考え方９ 

○ 今回の認可対象ではありませんが、今回最大

数が拡大される IPoE 接続事業者として新規に参

入を検討する事業者にとりましては、その費用

がいくらくらいかかるのかの情報が不十分であ

ると指摘されております。詳細は NTT 東西殿が

IPoE 接続事業者に請求する網改造費用として、

NTT 東西殿と既存 IPoE 事業者限りの情報で非開

示、とのことですが、費用が明確にならないと

新規参入の検討に際しビジネス判断を行うこと

ができません。新規参入の検討にあたって必要

な情報に限り、守秘契約の締結を前提としつつ

も、NTT 東西殿より情報の提供がされることを

要望します。 

（社団法人日本インターネット 

○ 新規参入の検討にあたっての必要な情報開

示については、既に、NTT 東西殿の説明会並び

に開示資料等において提供されております。

これ以上の情報開示につきましては、NTT 東西

殿及び既存 IPoE 接続事業者の機密情報に該当

するおそれがあるため、今後、事前調査申込

書を提出し、守秘義務協定等を締結した事業

者殿に限定して提供されるべきです。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ 事前調査申込前と後に分けて情報開示を行

うことは合理的と考えます。また、事前調査

申込の提出後であっても、守秘義務協定等の

締結は必須であり、また、開示情報は共通の

○ 事前調査申込を行った事業者に対しては、

守秘義務を条件に、一定の情報が開示されて

いると認められる。 

 IPoE 接続の実質的な妨げとならないよう、

NTT 東西及び既存 IPoE 接続事業者は、IPoE 接

続申込事業者との協議の上、少なくとも双務

的な守秘義務を承諾した IPoE 接続申込事業者

に対して、IPoE 接続に際し必要となるその他

の情報について、適切に開示することが適当

である。 
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プロバイダー協会） 

 

○ 平成 24 年 10 月 12 日の NTT 東西殿による事業

者向け説明会において申込み手続および概算費

用のご説明がありましたが配布資料において既

存機能に係る網改造料の概算額がマスク（網掛

け）されている上に、現在のユーザ数も開示さ

れていないために事業参入に伴う費用の予測が

できません。今回マスクされた機能毎の概算額

は平成 21 年 4 月 28 日の NTT 東西殿の説明会時

点では開示されていた項目であることから、前

回と比べても明らかに開示範囲が狭められてい

ます。 

接続事業者は事前調査申込みを行った後に

（必要に応じて守秘義務契約を締結した上で）

NTT 東西殿より、網改造料の概算額が開示され

る見込みですが、どの項目がどのようなレベル

で開示されるのか明らかにはされておらず、事

業計画に必要な情報を得られるか懸念がありま

す。一般に、事業者間協議の在り方として守秘

義務契約を締結した上で開示される情報が存在

することは否定しないものの、第一種指定電気

通信設備との接続である事を考えた場合、少な

くとも費用に関して以下の情報開示が必要で

す。 

 

①事前調査申込み以前に広く開示されるべき項

目（費用関連） 

・ 機能毎の投資費用の総額 

・ 機能毎の投資償却開始時期 

・ 機能毎の投資償却期間 

・ 年経費（償却費と運用保守費の内訳含む） 

 

②事前調査申込み後に開示されるべき項目（費

用関連） 

経営情報であるためその開示にあたっては既

存のIPoE接続事業者の事前承諾が必要と考え

ます。 

なお、NTT 東西殿と既存 IPoE 接続事業者の

ユーザ数の合計並びに既存 IPoE 接続事業者の

ユーザ数の合計につきましては、既存 IPoE 接

続事業者の経営情報に該当することから、開

示することは許容できません。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ 既存 IPoE 接続事業者様に負担いただいてい

る費用等の情報の提示については、既存 IPoE

接続事業者様から経営情報にあたるとのご指

摘を受けたことから、新規 IPoE 接続事業者様

への提示にあたっては、守秘義務を遵守いた

だいた上で、事前調査申込みを提出いただ

き、本件接続について検討を進めていただけ

る事業者様にのみ提示をさせていただいてお

り、本情報をもとに接続申込を行うか否かを

判断をいただきたいと考えております。 

また、既存 IPoE 接続事業者様のユーザ数に

ついては、極めて高い機密性を有する経営情

報であるとの既存 IPoE 接続事業者様からのご

指摘を受け、当社より提示することは差し控

えさせていただきます。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 社団法人日本インターネットプロバイダー

協会殿の意見に賛同いたします。 

前回の弊社意見の通り、新規申込事業者の

予見性の確保および既存事業者殿との情報格

差を無くすために十分な情報開示が必要で

す。 

また、情報の開示に当たっては既存 IPoE 接

続事業者殿の機密情報に対する新規申込事業
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・ 各費用の積算根拠、内訳 

・ NTT 東西殿、既存 IPoE 接続事業者殿のユ

ーザ数の合計 

・ 既存 IPoE 接続事業者殿のユーザ数の合計 

 

特に今回の費用は「NTT 東西殿、既存 IPoE 接

続事業者殿および新規 IPoE 接続事業者がユーザ

数で按分するもの」、あるいは「既存 IPoE 接続

事業者殿および新規 IPoE 接続事業者がユーザ数

で按分するもの」が含まれていますが、ユーザ

数で按分する場合、他事業者のユーザ数合計を

把握しない限り自社が負担する費用の推定がで

きないことから開示していただくことが必要で

す。この点、既存 IPoE 接続事業者殿は上記の情

報について業務運用上知り得ていると想定され

ることから、IPoE 接続を検討している事業者と

の間で情報格差が無いように開示していただく

事が必要です。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

 

者の守秘義務に加え、新規申込事業者が自社

の機密を開示することも考えられることから

既存 IPoE 接続事業者殿による守秘義務も課す

双務的な運用が必要です。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

意見 10 再意見 10 接続に係る条件（接続仕様・機能の

追加・費用負担等）に変更があった場合に

は、接続約款の変更を伴うものか否かにかか

わらず、NTT 東西は説明会を実施する等の方法

により速やかに関係者に情報を開示すること

が必要。 

考え方 10 

－ 

○ また今後 IPoE 方式による IPv6 の普及が進

展していくと想定される中、IPoE 接続事業者

の要望等により接続構成の変更や追加機能の

開発が実施されることが考えられます。その

場合は新規参入に係る接続仕様や費用負担が

変動することとなるため NTT 東西殿は接続に

係る条件（接続仕様・機能の追加・費用負担

等）に変更があった場合には、接続約款の変

更を伴うものか否かに関わらず説明会を実施

○ IPoE 接続に関し、接続仕様、機能の追加等

の接続に係る条件について変更があった場合

には、当該変更が接続約款変更を要するもの

であるときは、接続約款として公表される。 

他方、接続約款変更を要する場合以外にお

いても、情報開示告示その他法令等に基づ

き、接続を円滑に行うために必要な情報につ

いて開示することが必要であると考えられ

る。 
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する等の方法により速やかに関係者に情報を

開示していただくことが必要です。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

また、費用負担に変更があった場合の情報

開示については考え方９のとおり。 

意見 11 費用負担方法について、関係事業者間で

十分な議論を尽くし、新規 IPoE 接続事業者がそ

の利用頻度やサービスの提供形態に比べて著し

く不合理で過度な経済的負担とならない按分方

法で合意することが必要。 

再意見 11 考え方 11 

○ 新規 IPoE 接続事業者の費用負担は個別に負担

するもの、NTT 東西殿および既存 IPoE 接続事業

者殿と按分するもの、既存 IPoE 接続事業者殿と

新規 IPoE 事業者と按分するものとがあります

が、費用の按分方法は接続申込み後に関係事業

者間で協議の上決定するものとされています。 

この場合、ユーザ数、ゲートウェイルータの

利用ポート数、接続事業者数等で按分する事が

NTT 東西殿より提案されていますが、利用ポー

ト数、接続事業者数での按分は一定の合理性が

あるものの、新規 IPoE 接続事業者は後発事業者

であるが故に既存 IPoE 接続事業者殿と比較して

ネットワークの利用の頻度が低い事やユーザ数

が僅少であること、さらに新規 IPoE 接続事業者

の提供エリアが全国ではなく特定地域となる場

合も想定されることから、費用負担方法は関係

事業者間で十分な議論を尽くし、新規 IPoE 接続

事業者がその利用頻度やサービスの提供形態に

比べて著しく不合理で過度な経済的負担となら

ない按分方法で合意することが必要であると考

えます。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

○ 現行の費用負担につきましては、すでに利

用者数比で按分することとなっており、更

に、後発事業者や利用頻度が低いことを理由

に費用負担方法に差をつけることは IPoE 接続

事業者間の公正競争を歪曲することとなるた

め実施すべきではありません。 

今回の新規 IPoE 接続につきましては現在の

NTT 東西殿それぞれの POI に接続し、全国でサ

ービスをすることが必要とされており、更に

IPoE 接続事業者は責務として「不当な接続の

条件又は卸電気通信役務の提供の条件を付さ

ないこと。」また、「特定の電気通信事業者

に対して不当に差別的な取扱いを行わないこ

と。」とされております。この点からも特定

地域での接続やサービスに限定した事業運営

には馴染まないものと考えます。 

IPoE 接続事業者数が有限（16 社）である状

況では、公益性を持った全国サービスの形態

であることが必要です。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ 負担いただく網改造料の按分方法は、既存

IPoE 接続事業者様と協議の上、各コストの性

質や設備の利用状況にしたがい、ユーザ数

比・ポート数比等の按分方法を採用してお

り、新規 IPoE 接続事業者様にとっても合理的

○ IPoE 接続に係る網改造料の案分方法につい

ては、IPoE 接続の実質的な妨げとならないよ

う、「事業者間協議の円滑化に関するガイド

ライン」（平成 24 年７月 27 日）を踏まえ、

関係事業者間の協議において、利用の程度が

少ない事業者等にとって著しく不合理な費用

負担の案分方法とならないようにすることが

適当である。 

 

14



 

 

なものと考えておりますが、必要な場合には

関係事業者と協議させていただく考えです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

意見 12 IPoE 接続事業者数の増加に伴ってシステ

ム改変等を行う際には、既存 IPoE 接続事業者に

追加的な負担が発生しないようにすることが必

要。 

再意見 12 考え方 12 

○ また、IPoE 接続事業者数が増加することに伴

ってシステム改変等を行う際には、既存の IPoE

接続事業者に追加的な負担が発生しないように

することも必要です。このことは、最終的には

全ての IPoE 接続サービス利用者の利益につなが

るものと考えます。 

（BBIX 株式会社） 

○ 今回の IPoE 接続事業者の増加に対応するた

めに、当社が新規開発する固有機能に係る費

用については、その機能を利用する新規 IPoE

接続事業者様のみにご負担いただく考えで

す。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ NTT 東西の再意見によれば、今回の IPoE 接

続事業者の増加に対応するために、NTT 東西

が新規開発する固有機能に係る費用について

は、その機能を利用する新規 IPoE 接続事業者

のみが負担することが予定されている。 

費用分担方法に関する関係事業者間の協議

については、考え方 11のとおり。 

 

意見 13 新規 IPoE 接続事業者の接続開始に際し

ては、既存 IPoE 接続事業者の事業運用面での新

たな制限や品質低下等が発生しないようにすべ

き。 

再意見 13 考え方 13 

○ 既存 IPoE 接続事業者が運用しているサービス

オーダシステムは、NTT 東西の接続仕様に準拠

しております。IPoE 接続事業者が 3 社から最大

16 社に増える際に、NTT 東西においてエンドユ

ーザにサービス劣化が起こる仕様変更を行われ

ないよう要望します。 

（日本ネットワークイネイブラー株式会社） 

 

○ 更に、新規 IPoE 接続事業者の接続開始に際し

ては、既存 IPoE 接続事業者の事業運用面での新

たな制限や品質低下等が発生しないようにすべ

きです。 

（BBIX 株式会社） 

○ 左記、日本ネットワークイネイブラー株式

会社殿のご意見に賛同いたします。 

特に、「IPv6 によるインターネットの利用

高度化に関する研究会第三次報告書プログレ

スレポート」（2012 年 7 月）に書かれている

とおり同時申込等を実現するエントリーシス

テムの問題は既に顕在化しておりますが、

IPoE 接続事業者が増加することに伴って、更

に仕組み・性能が劣化したり、運用方法が改

悪されないことを切望いたします。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ 今回の IPoE 接続事業者数の拡大に伴い、既

存 IPoE 接続事業者様のサービスに影響が生じ

る場合にはその対処法等について、関係事業

○ NTT 東西においては、今回の IPoE 接続事業

者数の拡大に伴い、既存 IPoE 接続事業者のサ

ービスに影響が生じる場合には、その対処方

法等について関係事業者と協議を実施する

等、関係事業者間の合意形成に向け取り組む

ことが適当である。 
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者と協議をさせていただく考えです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

意見 14 新規 IPoE 接続事業者に対しても、既存

IPoE 接続事業者と同様の IPoE 接続事業者の責

務が維持されることに賛同。 

再意見 14 考え方 14 

○ また、IPoE 接続事業者との接続等は、他事業

者が NGN を利用する上で不可欠であり、その事

業展開上高い重要性を有することになるため、

新規に選定される IPoE 接続事業者についても、

既存の IPoE 接続事業者と同様に、IPoE 接続事

業者の責務が維持されることに賛同いたしま

す。 

（KDDI 株式会社） 

○ IPoE 接続事業者様には、既存・新規に係ら

ず、接続約款第 50 条の 4（IPoE 接続に係る責

務）に規定するとおり、他の ISP 事業者様と

協定等締結の際、①不当な接続の条件又は卸

電気通信役務の提供に条件を付さないこと②

特定の電気通信事業者に対して不当に差別的

な取扱いを行わないことを遵守していただく

必要があるものと考えております。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ KDDI 株式会社殿の意見に賛同します。 

IPoE 接続事業者に係る責務については、平

成 21 年 8 月 6 日の「東日本電信電話株式会社

及び西日本電信電話株式会社の第一種指定電

気通信設備に関する接続約款の変更の認可

（NGN の IPv6 インターネット接続に係る接続

約款の措置）」において IPoE 接続の開始当初

から規定されています。現時点でも IPoE 方式

の接続可能な事業者数に上限がある事から他

の事業者が NGN を利用する上での高い重要性

を伴っていることに変わりは無く、引き続

き、 

① 事業者に対して不当な接続の条件又は卸電気

通信役務の提供条件を付さないこと 

② 特定の電気通信事業者に対して不当に差別的

な取扱いを行わないこと 

とすることが適切です。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

○ 本件認可申請に係る賛成の御意見として承

る。 
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意見 15 新規参入 IPoE 接続事業者が、IPoE 接続

は、今後も仕様を統一するための協議が必須で

あり、またその際には公共的な観点を優先した

意志決定を行う必要があるということを十分理

解した上で、接続申込み手続が行われることを

確保されたい。 

再意見 15 考え方 15 

○ IPoE 接続事業者には「IPoE 接続事業者の責

務」が課せられており、他の事業者から接続を

求められた場合にその事業者と接続する義務を

持ちます。また、本件(IPoE 接続事業者最大数

の増)により IPoE 接続事業者数が 3 社から最大

16 社に増えますが事業者数に上限がある以上、

IPoE 接続事業者は公共性を併せ持つ必要があり

ます。IPoE 接続は、NTT 東西および全 IPoE 接続

事業者が仕様を統一して提供しているサービス

であるという性質上、今後も最大 16 社の IPoE

接続事業者が仕様を統一するための協議は必須

であり、またその際には自社の利益のみを追求

することなく公共的な観点を優先しながら意志

決定を行う必要があります。ついては、新規に

参入される IPoE 接続事業者に上記責務について

事前に十分ご理解された上で接続申込み手続き

が行われることを確保されるよう、要望しま

す。 

（日本ネットワークイネイブラー株式会社） 

○ IPoE 接続事業者様には、既存・新規に係ら

ず、接続約款第 50 条の 4（IPoE 接続に係る責

務）に規定するとおり、他の ISP 事業者様と

協定等締結の際、①不当な接続の条件又は卸

電気通信役務の提供に条件を付さないこと②

特定の電気通信事業者に対して不当に差別的

な取扱いを行わないことを遵守していただく

必要があるものと考えております。 

 （再掲） 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 社団法人日本インターネットプロバイダー

協会殿、BBIX 株式会社殿および日本ネットワ

ークイネイブラー株式会社殿の意見に賛同い

たします。 

前回の弊社意見の通り、新規申込事業者の

予見性の確保および既存事業者殿との情報格

差を無くすために十分な情報開示と協議が必

要です。特に費用負担やネットワーク構築に

大きな影響を及ぼす要素については事業収支

を大きく左右することから、将来に向けての

網改造等については速やかに協議に参加する

ことが必要です。 

なお、新規 IPoE 接続事業者は後発事業者で

あるが故に既存 IPoE 接続事業者殿と比較して

ネットワークの利用の頻度が低い事やユーザ

数が僅少であること、さらに新規 IPoE 接続事

業者の提供エリアが全国ではなく特定地域と

なる場合も想定されることから、費用負担方

○ 新規 IPoE 接続事業者であるか既存 IPoE 接

続事業者であるかにかかわらず、IPoE 接続事

業者においては、接続約款第 50 条の 4（IPoE

接続に係る責務）に規定されているとおり、

①不当な接続の条件又は卸電気通信役務の提

供に条件を付さないこと、②特定の電気通信

事業者に対して不当に差別的な取扱いを行わ

ないことを遵守することが必要である。 

  また、NTT 東西と IPoE 接続事業者との間の

協議については、考え方８のとおり。 
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法は関係事業者間で十分な議論を尽くし、新

規 IPoE 接続事業者がその利用頻度やサービス

の提供形態に比べて著しく不合理で過度な経

済的負担とならない按分方法で合意すること

が必要であると考えます。 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

意見 16 IPoE 接続事業者の協調の上に成り立った

コンセンサス作りが困難となる可能性があるた

め、IPoE 接続申込者に対して、①NTT 東西それ

ぞれに接続を行い、全国サービスを継続するこ

と、②IPoE 接続機能を必ず自社以外の通信事業

者にも提供することの条件を付すことが必要。 

再意見 16 考え方 16 

○ 既存 IPoE 接続事業者は、前回の事業者選定に

おいて「接続申込みが承諾されることを前提と

して接続協定（IPoE 接続機能により提供する接

続機能に関するもの）の締結を行った他事業者

の「インターネット接続サービスの契約数」

（以下「他事業者契約数」という。）」の合計

数の多い順番で、且つ自社のインターネット接

続サービス契約数はカウントしないものとされ

たため、結果的に現在の IPoE 接続事業者は全

て、ISP 事業者等向け卸サービス（ローミン

グ）提供に注力している事業者となりました。 

しかし今回の IPoE 接続事業者数の拡大で、例

えば ISP 専業事業者（自社サービスのみ IPoE 接

続を提供）の参入も認めてしまった場合、ISP

専業事業者は自社サービスに特化した運用スキ

ームを構築し、自社の利用者のみを対象にした

サービス展開を行うことが可能になります。こ

の結果、専ら自社 ISP に特化してサービスを提

供する事業者と全国で他 ISP 事業者との接続に

責務を負った事業者が、IPoE 接続方式において

混在することとなり、結果的には IPoE 接続事業

者内の協調の上に成り立ったコンセンサス作り

○ なお、当社としては、電気通信事業法に規

定される範囲において接続要望に応える必要

があり、既存・新規に係らず、①IPoE 接続事

業者様が、NTT 東西それぞれに接続を行い、

NTT 東西の営業エリア全てにおいてサービス提

供し継続すること、②IPoE 接続機能を必ず自

社以外の通信事業者にも提供すること、とい

ったことを「接続の条件」として付すことは

困難だと考えております。 

また、今回の事業者選定においても、新規

ＩＰoE 接続事業者様に当該事業者様以外の事

業者様のユーザ数をご提示いただくことにし

ておりますが、ご提示いただくユーザ数は、

選定の順番を決めるためにご提示いただくも

のであり、前回の事業者選定の場合と同様の

対応となっております。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ この度、IPoE 方式の事業者数が現在の 3 社

から最大 16 社に拡大された事は多様な事業者

の参入により競争環境の促進が期待されると

ころ、IPoE接続事業者には 

○ 接続約款は、東日本電信電話株式会社と西

日本電信電話株式会社とで、別個のものであり、

NTT 東西いずれに対しても、IPoE 接続を申し込

まなければならない旨の要件を設けることは、合

理性が認められない。 

また、本件認可申請では、IPoE 接続事業者

の選定手続において、他事業者契約数の合計

数の多い順に選定することにより、IPoE 接続

を他事業者にも提供する事業者を優先的に取

り扱うことが担保されており、他事業者にも

提供する事業者以外についても IPoE 接続を受

け付けられる場合においてまで接続の受付を

制約することは、公正競争を阻害するおそれ

がある。 

したがって、NTT 東西が IPoE 接続事業者に

対し、①NTT 東西それぞれに IPoE 接続を行

い、NTT 東西の営業エリア全てにおいてサー

ビス提供を継続すること、②IPoE 接続機能を

必ず自社以外の通信事業者にも提供すること

等を接続約款において要件とすることは適当

ではないと考えられる。 
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が困難となり、様々な施策に障壁となるため、

国内における IPv6 サービスの普及・促進を阻害

することになりかねません。 

  よって、IPoE 接続申込者に対しましては以下

条件を付すことが必要です。 

① 新 IPoE 接続事業者は NTT 東西殿それぞれ

に接続を行い、NTT 東西殿の営業エリア全てに

おいてサービス提供し、その全国サービスを

継続すること 

② 新 IPoE 接続事業者は、IPoE 接続機能を必

ず自社以外の通信事業者にも提供しているこ

と 

（BBIX 株式会社） 

① 事業者に対して不当な接続の条件又は卸電気

通信役務の提供条件を付さないこと 

② 特定の電気通信事業者に対して不当に差別的

な取扱いを行わないこと 

との責務は存在しますが、新規参入の阻害要

因となりかねない事業形態の限定や NTT 東日

本殿および NTT 西日本殿の両方との接続を義

務付ける必要はないものと考えます。 

（再掲） 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

 

意見 17 新規 IPoE 接続事業者が、現在の最小割

り振りサイズである「/32」を超える IPv6 アド

レスの分配を受けるためには、既存の IPoE 接続

事業者と同様に IP アドレスポリシーに定められ

た割り当て数の要件を満たすこと、もしくは、

/32 を超える IPv6 アドレス分配を必要とする技

術的な理由がある根拠を示すことが求められる

ため、約款およびサービス仕様書の策定に当た

り考慮されたい。 

再意見 17 考え方 17 

○ NTT 東西の NGN で利用する IPv6 アドレス空間

の分配を受けていない新規 IPoE 接続事業者は、

JPNIC や APNIC などのインターネットレジスト

リに対して IPv6 アドレスの分配を申請すること

となります。インターネットレジストリでは、

申請時点で有効な IP アドレスポリシーに基づ

き、ポリシーに記載された客観的な要件を元

に、分配を行う IPv6 アドレスの大きさを決定し

ます。 

 

  (本日現在有効な IPアドレスポリシー) 

JPNIC における IPv6 アドレス割り振りおよび割

り当てポリシー 

○ NGN では、網内のルーティング処理を軽減す

る観点から、予め NGN の網内装置に IPv6 アド

レスを割り当てる方式を採用しており、NGN の

網内装置の規模、網の仕様等を総合的に勘案

した必要最小限のアドレス空間を IPoE 接続事

業者様に予めご用意いただいております。 

・当社は、１ユーザあたりに割り当てるアド

レス空間を「/48」から「/56」に縮小し、そ

れに伴い IPoE 接続事業者様にご用意いただく

アドレス空間を「/23」から「/30」へ大幅に

縮小しております。 

・なお、新規 IPoE 接続事業者様が JPNIC 殿よ

り「/30」というアドレス空間の取得が可能と

○NTT 東西においては、新規 IPoE 接続事業者が

JPNIC より IPoE 接続を行うに当たって必要な

アドレス空間を取得できるよう、情報の提供

等の必要な協力を行うことが適当である。 
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http://www.nic.ad.jp/doc/jpnic-01126.html 

 

本件について NTT 東西に照会したところ、新

規 IPoE 接続事業者が用意する IPv6 アドレスの

サイズは、既存 IPoE 接続事業者が用意した

「/23」から「/30」へ大幅に縮小されたとの回

答を得ました。 

新規 IPoE 接続事業者が、現在の最小割り振り

サイズである「/32」を超える IPv6 アドレスの

分配を受けるためには、既存の IPoE 接続事業者

と同様にこのポリシーに定められた割り当て数

の要件を満たすこと、もしくは、/32 を超える

IPv6 アドレス分配を必要とする技術的な理由が

ある根拠を示すことが求められます。 

約款およびサービス仕様書の策定にあたって

は、上記をご考慮いただきたいと存じます。 

（社団法人日本ネットワーク   

インフォメーションセンター） 

 

なるよう、当社より具体的な情報を提供する

など、可能な限りご協力させていただく考え

です。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

意見 18 相互接続点の増設を実施することを要

望。その際、相互接続点増設前よりも合理的か

つ低廉な接続料金にて提供されることを要望。 

再意見 18 考え方 18 

○ IPoE 方式の接続約款認可時の措置要請事項

に、本件(IPoE 接続事業者最大数の増)と同様に

IPoE 接続に係る相互接続点(POI)の増設につい

て記載されており、また「第三次報告書プログ

レスレポート」においても IPv6 普及に向けて事

業者コストの低減に向けて取組むことを求めら

れていることからも、本件の実施と同様に、相

互接続点の増設を実施することを要望します。

その際、エンドユーザに低廉な価格にて IPv6 サ

ービスの提供が可能となるよう、POI 増設前よ

りも合理的かつ低廉な接続料金にて提供される

ことを要望します。 

（日本ネットワークイネイブラー株式会社） 

○ NTT 東西それぞれに 1箇所としている POI を

増設することについては、現在、関係事業者

と増設数、実施スケジュール、経済的負担等

について協議を行っているところです。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 日本ネットワークイネイブラー株式会社殿

および KDDI 株式会社殿の「IP 通信網県間区間

伝送機能の料金の低廉化」について賛同いた

します。 

また、前回の弊社意見の通り、仮に POI を

拡大する場合は IPoE 接続事業者が拡大された

各 POI に接続して自ら県間伝送を行ってトラ

○ NTT 東西においては、IPoE 接続事業者から

の具体的な要望等を踏まえ、IPoE 接続に係る

相互接続点の増設に向けて引き続き協議を行

うことが適当である。 

  また、IPoE 接続に係る相互接続点の増設に

向けた検討に当たっては、相互接続点の増設

により NGN 内の伝送距離が短縮されること

や、技術の進展状況等を踏まえ、IPoE 接続に

係る接続料の低減に努めることが適当であ

る。 

  費用負担については、考え方 11のとおり。 
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○ POI の拡大について NTT 東西殿および既存

IPoE 接続事業者殿の間で協議されていると思わ

れますが、現在の 2POI の構成では NTT 東西殿に

よって県間伝送が行われてトラフィックが 2POI

に集約されていたところ、POI を拡大する場合

には IPoE 接続事業者が拡大された各 POI に接続

して自ら県間伝送を行ってトラフィックの集約

することから、NTT 東西殿によるトラフィック

の伝送距離は POI 拡大前と比較して相対的に小

さくなるはずです。このことにより、POI 拡大

による接続インターフェイス追加にかかる費用

はあるものの NTT 東西殿による県間伝送に係る

IPoE 接続事業者の費用負担も当然小さくなるこ

とが必要です。 

また、新規 IPoE 接続事業者が提供エリアを特

定地方に限定している場合や、全国エリアを対

象としている場合であっても特定地域に顧客が

集中しているような場合、POI の拡大後の按分

方法によっては事業性に見合わない過度な経済

的負担となる事が想定されるため、関係事業者

間で十分に協議し各 IPoE 事業者の POI の利用頻

度に応じた費用負担とすることが必要です。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

 

フィックを集約することから、NTT 東西殿によ

るトラフィックの伝送距離は POI 拡大前と比

較して相対的に小さくなることから、NTT 東西

殿による県間伝送に係る IPoE 接続事業者の費

用負担も当然小さくなることが必要です。 

（再掲） 

（株式会社 TOKAI コミュニケーションズ） 

意見 19 相互接続点が増設された場合には、提供

エリアを特定地方に限定している ISP や、全国

エリアを対象としている場合であっても特定地

域に顧客が集中しているような ISP にとって

も、その事業形態に合わせ柔軟に接続できるこ

とが必要。関係者間で十分に議論して合意形成

を計る事が必要。 

再意見 19 考え方 19 

○ 現在 IPoE 方式で NGN と接続する POI は東京お

よび大阪の計 2 箇所に限定され、また収容対象

エリアもそれぞれ東日本エリア全域、西日本エ

○ IPoE 接続サービスにおける POI の拡大は、

早期に実現されるべき重要な課題のひとつで

すが、IPoE 接続事業者はその公益性に鑑みる

○ NTT 東西においては、IPoE 接続に係る相互

接続点を増設する場合に、IPoE 接続事業者か

ら特定の地域に限り接続する等の具体的な要
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リア全域とされております。この接続形態は 3

社の全国系の IPoE 接続事業者のみが接続する段

階においては合理的であったといえますが、接

続事業者数が拡大されたことにより、提供エリ

アを特定地方に限定している ISP や、全国エリ

アを対象としている場合であっても特定地域に

顧客が集中しているような ISP にとってもその

事業形態に合わせ柔軟に接続できることが必要

です。すなわち、単県でのみサービスを提供し

ている ISP は近傍の POI へ接続することで当該

県域のトラフィック収容できることや、複数の

県域 POI とその他の県域エリアをまとめて収容

できる POI への接続を柔軟に組み合わせて事業

展開できることが望ましいと考えます。この点

において仮に POI が拡大され、また全 POI への

接続義務が継続する場合、その中継伝送に係る

網改造料も莫大なものになると想定され、IPoE

接続方式が事実上大手事業者だけが利用できる

接続形態となることは確実です。よって、IPoE

事業者数の拡大により新規参入による競争環境

の促進が期待される中、IPoE 接続方式の技術的

な制約が大手事業者にのみ利する場合において

は関係者間で十分に議論して合意形成を図る事

が必要です。 

（株式会社 TOKAIコミュニケーションズ） 

と、POI 拡大後においても全国各 POI での接続

が前提になるものと考えます。 

また、接続形態やサービス手法が大きく異

なる IPoE 事業者が同一の運用システムやネッ

トワークを利用することになると、それらの

運用方法等の整備の方向性についても調整が

困難になる恐れがあり、ひいては IPv6 サービ

スの普及に影響を及ぼしかねません。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ IPoE 方式においては、現状では全ての IPoE

接続事業者様のインターネットトラヒックを

一意にゲートウェイルータまで転送する方式

を採用しております。 

・仮にエリアを分割し、POI を増設した場合で

あっても、全ての IPoE 接続事業者様のインタ

ーネットトラヒックは、それぞれのエリア毎

に一意に各エリアのゲートウェイルータまで

転送されるため、IPoE 接続事業者様は、すべ

ての POI において接続することが必要となり

ます。 

・今後、特定の IPoE 接続事業者様が特定のエ

リアに限り接続する等の柔軟な接続方式への

変更に係る具体的なご要望があった場合に

は、新たなオペレーション機能の開発等が必

要になると見込まれるため、コスト面も含

め、関係事業者と十分な議論を重ねる必要が

あります。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

望があったときには、要望事業者及び関係事

業者と協議することが必要であると考えられ

る。 

意見 20 IPoE 接続事業者最大数の増による IPv6

普及効果について、明らかにされたい。 

再意見 20 考え方 20 

○ 本件(IPoE 接続事業者最大数の増)は NTT 東西

による NGN 約款変更申請時の措置要請事項に基

づき実施されているものと存じますが、「IPv6

○ 当社としては、今回の IPoE 接続事業者数の

拡大により、更なる IPv6 の普及促進に資する

ものと考えております。 

○ 御意見については、参考として承る。 
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によるインターネットの利用高度化に関する研

究会 第三次報告書プログレスレポート」にて報

告されている通り、目下の最優先事項は IPv6 普

及であると考えます。本件を IPv6 普及より優先

して実施することにより、IPv6 普及に向けて残

されている多くの課題への取り組みが遅れるこ

とが懸念されます。ついては、本件による IPv6

普及効果について、明らかにしていただきます

よう要望いたします。 

（日本ネットワークイネイブラー株式会社） 

 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

意見 21 IPv6 インターネット接続の普及・促進を

進めるために、今後も「IPv6 によるインターネ

ットの利用高度化に関する研究会 第三次プログ

レスレポート」（平成 24 年 7 月）に示された全

ての項目の実現等の対応が必要。 

再意見 21 考え方 21 

○ 国際的な情報化社会の進展により IPv4 アドレ

スが枯渇したため、NTT 東西殿の次世代ネット

ワーク（以下、「ＮＧＮ」といいます。）上で

の IPv6 インターネット接続の普及が急がれてお

ります。そのような中、平成 23 年 6 月には

IPv6 PPPoE（トンネル）方式のインターネット

接続サービス提供がスタートし、IPv6 IPoE（ネ

イティブ）方式も同年 7 月に 3 事業者による提

供が開始されました。 

このことは、国内における通信ネットワーク

のブロードバンド化・グローバル化の進展を加

速し、通信事業者等の新サービスへの創意工夫

を促し、多様なユーザニーズに応じたサービス

を生みだし、高度な通信サービスの普及拡大に

つながるものと期待されます。 

しかし、日本国内における IPv6 インターネッ

ト接続の普及・促進は端緒についたばかりであ

り、今後の普及に弾みを付けるためには、今般

の意見募集の対象である「NGN の IPv6 インター

－ 

○ 御意見については、参考として承る。 
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ネット接続における接続事業者（以下「IPoE 接

続事業者」といいます。）数の拡大」だけでは

なく、「IPv6 によるインターネットの利用高度

化に関する研究会 第三次プログレスレポート」

（平成 24 年 7 月）に示された全ての項目の実現

が重要と考えます。 

（BBIX 株式会社） 

 

意見 22 IPｖ6 促進に向け、引き続き残された課

題解決を行っていくべき。 

再意見 22 考え方 22 

○ 「IPv6 によるインターネットの利用高度化に

関する研究会（第 18 回）」において弊社が説明

したとおり、IPv6 IPoE 方式（ネイティブ方

式）を実現する IPv6 IPoE 接続事業者数が制限

されていたことは、NGN において IPv6 の採用を

妨げる 1つの要因となっておりました。 

従いまして、今回の IPv6 IPoE 接続事業者数

を増加するという変更案は歓迎すべきものであ

り、その実現を期待しております。これによ

り、多くの ISP 事業者がこの仕組みを用い、ネ

イティブの IPv6 接続を、現在 NGN を利用してい

る多くのインターネット利用者に提供すること

になるでしょう。 

しかし、今回の変更により IPv6 IPoE 方式を

採用するための 1 つの問題は解決しますが、そ

の他の問題、たとえば、ISP 事業者が IPv4 に加

えて IPv6 IPoE を利用する際に増えるコストな

どの問題はまだ残ったままと思われます。政府

と産業界には、今後も引き続き協力して残った

課題を解決し、日本のインターネットにとって

明るい未来をもたらしていただけることを期待

しております。 

（グーグル株式会社） 

 

 

○ 当社としては、今回の IPoE 接続事業者数の

拡大により、更なる IPv6 の普及促進に資する

ものと考えており、引き続き、関係事業者と

協力しながら、IPv6 の更なる普及に向けた取

り組みを進めていく所存です。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 御意見については、参考として承る。 

24



 

 

意見 23 B フレッツから NGN にマイグレーション

した利用者についても、IPv6 IPoE 方式または

IPv6 PPPoE 方式を利用できることが必要。 

再意見 23 考え方 23 

○ また、今回の意見募集の対象ではありません

が、IPv6 IPoE 方式でも、IPv6 PPPoE 方式で

も、今後予定されている NTT 東西殿の B フレッ

ツから NGN にマイグレーションした利用者につ

いても、それらの方式を利用できることが必要

と考えます。 

（社団法人日本インターネット 

プロバイダー協会） 

○ 当社は、B フレッツ/光プレミアムから NGN

へマイグレーションした利用者への IPv6 イン

ターネット提供方法について、引き続き検討

してまいります。 

（NTT 東日本、NTT 西日本） 

 

○ 御意見については、参考として承る。 

 

意見 24 再意見 24 IPv6 普及の観点から、NTT 西日本は

NTT 東日本と同様、フレッツ光ネクストを新規

に申込むユーザに対してフレッツ・v6 オプシ

ョンをあらかじめ利用可能な状態で提供され

たい。 

考え方 24 

－ 

○ IPoE サービスに必須である NTT 東西殿の

「フレッツ・v6 オプション」について、NTT

東日本殿はフレッツ光ネクストを新規に申込

むユーザに対してフレッツ・v6 オプションを

営業施策上あらかじめ利用可能な状態で提供

されており、NTT 東日本殿エリアでの IPv6 普

及・促進に大いに貢献されています。 

他方、NTT 西日本殿はフレッツ・v6 オプシ

ョンの新規ユーザに対しては積極的なプロモ

ーション活動が行われておりません。IPv6 普

及促進の観点からは、NTT 西日本殿においても

NTT 東日本殿と同様の施策を講じられることが

望まれます。 

（BBIX 株式会社） 

 

○ 御意見については、参考として承る。 
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平成24年12月18日  

 

 総 務 大 臣 

  樽 床  伸 二 殿 

   

                             情報通信行政・郵政行政審議会 

                                 会 長   高 橋  温 

 

 

答 申 書（案） 

 

 

 平成24年10月２日付け諮問第３０４８号をもって諮問された事案について、審議の結果、下記

のとおり答申する。 

 

記 

 

１ 本件、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「NTT東西」とい

う。）の第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の認可については、諮問のとおり

認可することが適当と認められる。 

 

２ 提出された意見及びそれに対する当審議会の考え方は、別添のとおりであり、総務省にお

いては、以下の措置が講じられることを要望する（括弧内は別添において対応する当審議会

の考え方）。  

 

（１）NTT東西に対し、今後の技術の進展状況等を踏まえつつ、IPoE方式による接続（以下

「IPoE接続」という。）を行う事業者（以下「IPoE接続事業者」という。）の最大数を

更に増加できるように引き続き検討を行い、IPoE接続事業者の最大数を更に増加できる

こととなった場合には、速やかに接続約款変更の認可申請を行うことを要請すること。

（考え方２） 

 

（２）NTT東西に対し、IPoE接続事業者間の公平性の確保の観点から、IPoE接続の事前調査申

込み又は接続申込みがあった場合には、当該申込みを行った事業者の同意を前提に、既

にIPoE接続を行っている３事業者（以下「既存IPoE接続事業者」という。）と当該申込

みを行った事業者との間で協議を行うことができるよう調整することを要請すること。

（考え方８） 

 

（３）NTT東西及び既存IPoE接続事業者に対し、IPoE接続申込事業者との協議の上、少なくと

も双務的な守秘義務を承諾したIPoE接続申込事業者に対して、IPoE接続に際し必要とな
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る情報について、適切に開示することを要請すること。（考え方９） 

 

（４）NTT東西及び既存IPoE接続事業者に対し、IPoE接続に係る網改造料の案分方法について

は、「事業者間協議の円滑化に関するガイドライン」（平成24年７月27日）を踏まえ、

関係事業者間の協議において、利用の程度が少ない事業者等にとって著しく不合理な費

用負担の案分方法とならないようにすることを要請すること。（考え方11） 

 

（５）NTT東西に対し、IPoE接続事業者からの具体的な要望等を踏まえ、IPoE接続に係る相互

接続点の増設に向けて引き続き協議を行い、相互接続点の増設によりNGN内の伝送距離が

短縮されることや、技術の進展状況等を踏まえ、IPoE接続に係る接続料の低減に努める

ことを要請すること。（考え方18） 

 

（６）今回申請のあった接続約款附則第２項第２号に規定する場合は、NTT東西に対し、IPoE

接続申込事業者への選定結果の通知に先立ち、選定結果及び当該選定が接続約款に規定す

る選定基準に基づき行われた旨を示す書類を総務省に提出することを要請すること。また、

総務省においては、当該書類を受けて、選定過程の公正性・適正性の検証を行うこと。 

 

（以上） 
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Ⅰ 申請概要 
 

１．申請者 

東日本電信電話株式会社（以下「NTT 東日本」という。） 

 代表取締役社長  山村 雅之 

西日本電信電話株式会社（以下「NTT 西日本」という。） 

    代表取締役社長  村尾 和俊 

（以下「NTT 東日本」及び「NTT 西日本」を｢NTT 東西｣という。） 
 

２．申請年月日 

平成 24 年９月 26 日（水） 
 

３．実施予定期日 

認可後、速やかに実施。 

（ただし、今回新たにIPv6 IPoE方式（ネイティブ方式）による接続（以下「IPoE接続」という。）を

行うこととなる事業者へのIPoE接続に係る機能（以下「IPoE接続機能」という。）の提供は、平成

26年３月以降準備が整い次第実施。） 

    

４．概要 

NTT東西のNGNにおいて、IPｖ6によりインターネット接続サービスを提供するための接続方式

の１つであるIPoE接続について、接続開始当初、技術的な制約から、接続可能な事業者数が３

社に制限されていたところ、新たな技術的措置を実施したことにより、IPoE接続を行う事業者（以

下「IPoE接続事業者」という。）の最大数の増加が可能となったことから、IPoE接続に係る接続申

込の承諾について接続約款の変更を行うものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IPv6 IPoE 方式（ネイティブ方式） 〈参考〉IPv6 PPPoE 方式（トンネル方式）

アダプタから IPｖ6 用網終端装置までの間にトンネルを

構築して IPｖ6 インターネット接続を実現する方式 

IPv6 PPPoE 方式以外の方式 

トンネルを構築

NGN サービス用

アドレス（NTT 東

西払出し） 

IPv6 用 NAT 機

能を具備 

 

＝ 

接続事業者網 

NGN 

IPv6 インターネット 

IPv6 インターネット接

続用アドレス（接続事

業者払出し） 

IPv6 用集約装置 

IPv6 用網終端装置 

収容ルータ 

回線終端装置 

ＨＧＷ 

アダプタ 

接続事業者Ｇ 

ISP 事業者 

接続事業者Ｆ 

ISP 事業者 

接続事業者 E 

ISP 事業者 

接続事業者 C 

ISP 事業者 

IPv6 インターネット接

続・NGN サービス共に

同じ接続事業者のアド

レスを利用 

接続事業者から預

かった IPv6 アドレス

を払出し 

ネットワークの機能拡張を実施し

たことにより、接続可能な事業者

数が最大３社から 16 社に増加。 

 

＝

IPv6 インターネット 

A B P … 

＝

NGN 

接続事業者網経由で IPv6 インターネット接続を実現 

IPv6 インターネット 

収容ルータ 

ゲートウェイルータ 

開通サーバ 

接続用 

収容ルータ 

開通 

サーバ 

アドレス・ユーザ 

管理機能

回線終端装置 

ＨＧＷ 

接続事業者 A 
接続事業者 B 

ISP 事業者 

接続事業者 D 

ISP 事業者 

ISP 事業者 ISP 事業者 

別紙１ 
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Ⅱ 主な変更内容 

 

１．経緯・背景 

 

インターネット接続サービスに関し、日本国内におけるIPv4アドレスの在庫が枯渇する可能性が

あること1から、IPv6への円滑な移行が求められているところ、NGNユーザに対するIPv6アドレスの

払出しに関して発生することが懸念されるマルチプレフィックス問題2に対処するため、平成20年４

月以降、NTT東西と関係団体・事業者の間で、ISP事業者からの要望を踏まえつつ、累次の協議

が行われた。 

平成21年５月、当該協議結果等を踏まえ、事業者からNTT東西にIPv6 PPPoE方式（トンネル方

式）及びIPv6 IPoE方式（ネイティブ方式）の２方式による接続申込みが行われたことを受け、平成

21年５月19日にNTT東西から総務大臣に対して接続約款の変更申請がなされ、平成21年８月６日

に当該申請は認可された。平成23年７月に３事業者がIPoE接続によりIPv6によるインターネット接

続サービスの提供を開始した。 

この際、IPoE接続は、中継ルータの処理能力に制約があり、ひかり電話等のQoSサービスにお

ける故障発生時の品質劣化を回避するため、接続可能な事業者数は当面最大３社に限定されて

おり、平成21年８月６日付け情報通信行政・郵政行政審議会答申（以下「平成21年８月６日付け答

申」という。）において、「今後の技術の進展状況等を踏まえつつ、ネイティブ接続事業者の最大数

をできる限り増加できるように検討を行うこと」が要望された。 

今般、新たな技術的措置3を実施したことにより、IPoE接続事業者の最大数の増加が可能となっ

たことから、電気通信事業法(昭和59年法律第86号)第33条第２項の規定に基づき、接続約款

の変更を行うもの。 

なお、今回の申請案では、収容ルータの設定領域に上限があることから、IPoE接続事業者の最

大数は16社（既にIPoE接続を行っている３事業者（以下「既存IPoE接続事業者」という。）を含む。）

に制限されている。 

 

                             
1 平成 23 年４月 15 日、アジア太平洋地域に IP アドレスを分配している APNIC 及び我が国の IP アドレスを管

理する JPNIC において IPv4 アドレスの在庫が枯渇。各 ISP、データセンタ事業者等の在庫のみとなった。 

2 NGN ユーザに対し、NTT 東西が払い出す閉域網内サービス用の IPｖ6 アドレスと、ＩＳＰ事業者が払い出すイ

ンターネット接続サービス用の IPｖ6 アドレスの２つのアドレスが払い出されることとなるため、インターネット接

続サービスを利用する際に、送信元アドレスとして閉域網内サービス用の IPｖ6 アドレスが誤選択されると、パ

ケットロスが発生するなど、通信に不具合が生じることとなる。 

3 これまで①中継ルータ間及び②中継ルータ～収容ルータ間で、それぞれ独自に故障検知を行っていたところ、

確認間隔が短い中継ルータ間（①）の故障検知結果を中継ルータ～収容ルータ間（②）へ通知することにより、

故障検出時間を短縮し、これにより従来の技術的な制約が緩和された。 
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２．概要 

 

（１）IPoE 接続機能に係る接続料（網改造料） 

 

１） 基本的考え方 

第一種指定電気通信設備については、できる限り多くの事業者が利用の公平性が確保され

た形で、適切な条件により利用可能であることが必要であることを踏まえ、通常求められるよう

な様々な形態を許容するネットワークを前提として、多くの事業者にとって具わっていることが必

要な「基本的な接続機能」については、その費用は接続料原価に算入されることとされている。 

これに基づき、平成21年８月６日付け答申においては、IPv6 PPPoE方式（トンネル方式）によ

る接続については『接続可能な事業者数に制限のない接続形態であること等から、多くの接続

事業者に具わっていることが必要な「基本的な接続機能」に位置づけることが適当』との考え方

が示されており、その費用は接続料原価に算入されることとされている。他方、IPoE接続につい

ては、『接続可能な事業者数が当面最大３社に制限され、誰もが提供可能な接続形態とは言え

ず、「基本的な接続機能」とは考えられない』との考え方が示されており、その費用は接続事業

者の個別負担となる網改造料と整理されている。 

 

２） 本申請における考え方 

今般、新たな技術的措置を実施したことにより、IPoE 接続事業者の最大数の増加が可能とな

ったところであるが、依然として接続可能な事業者数には制限があることから、IPoE 接続機能

は個別的に用いる機能であり、「基本的な接続機能」ではないとする考え方は、引き続き妥当な

ものと考えられる。 

このため、IPoE 接続機能の実現のために必要な費用は、引き続き接続料原価に算入せず、

IPoE 接続事業者が網改造料として負担することとしている。 

 

３） 網改造料の各事業者への案分 

この際、当該費用は、具体的には、NTT 東西と既存 IPoE 接続事業者及び今回新たに IPoE

接続を行うこととなる事業者（以下「新規 IPoE 接続事業者」という。）の間で、ユーザ数、使用ポ

ート数等に基づき、分担されることになる。案分方法の詳細は、（２）の選定が行われた後、関係

事業者間の協議を踏まえ、決定されることとなる。 

なお、NTT 東西と既存 IPoE 接続事業者間の現在の費用分担は以下のとおり。 

① IPｖ6 インターネット接続機能に固有に必要な設備（ゲートウェイルータ等）等の費用は、IPoE

接続事業者の負担とし、IPoE 接続事業者間の負担割合は、ユーザ数等で分担 

② IPｖ6 インターネット接続機能と NTT 東西の網内折返し機能の提供に共通的に必要な設備

等の費用（IPoE 接続に必要な既存機能への追加開発費用等）は、各 IPoE 接続事業者のユ

ーザ数及び網内折返し機能に係るユーザ数に基づき、IPoE 接続事業者と NTT 東西の間で

分担 
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（２）IPoE 接続事業者の選定手続・基準 
 

IPoE 接続の導入に当たっては、IPoE 接続事業者は、技術的な制約から、当面最大３社に制

限されるため、３社を超えて接続申込が行われた場合に３社を選定する基準等が規定された。 

今般の IPoE 接続事業者の最大数の増加に当たっても、別の技術的な制約から、NGN に直

接接続可能な事業者は最大 16 社に制限されるため、IPoE 接続事業者の選定は、以下の手続・

基準により行うこととしている。 
 

①  NTT 東西は、一定の期日（平成 24 年 12 月下旬目途）までに、IPoE 接続を行おうとする事業

者からの接続申込みを受付 

②  既存 IPoE 接続事業者数と接続申込み事業者数の合計が 17 以上に達しているときは、

接続申込みを行った事業者（以下「IPoE 接続事業者（候補）」という。）は、受付期間経過後、

NTT 東西からの通知に基づき、以下の数を NTT 東西に報告。 

当該 IPoE 接続事業者（候補）に対し接続申込みが承諾されることを前提として接続協

定（IPoE 接続機能により提供する接続機能に関するもの）の締結等に係る申込みを行っ

た他事業者の「インターネット接続サービスの契約数」（以下「他事業者契約数」という。）

及びその合計数 

③  NTT 東西は、他事業者契約数の合計数の多い順番に IPoE 接続事業者を選定※（平成 25 年

１月目途） 

※ 他事業者契約数の合計数が同数のため IPoE 接続事業者の選定が行えない場合、当

該 IPoE 接続事業者（候補）は、当該事業者の「インターネット接続サービスの契約数」を

NTT 東西に報告し NTT 東西は、その契約数の多い順番に IPoE 接続事業者を選定 

 

（３）今後のスケジュール（予定） 

 

 平成24年度 
平成25年度 

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

接続約款諮問・答申  

 

      

新規IPoE接続事業者の選定※１  

 

          

機能開発・検証        

新規IPoE接続事業者 

IPv6ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続開始※２ 

       

 ※１ 選定は、既存IPoE接続事業者数と接続申込みの数の合計が17社以上の場合に実施し、16社以下の場

合は、受付期間経過後、受付順に承諾。以降、IPoE接続事業者数と承諾を受けた接続申込者数の合計が15

社以下の場合は、接続申込みを16社に至るまで、受付順に承諾。 

 ※２ 平成25年４月以降に機能開発契約を締結した場合は、接続開始時期等は個別協議で調整。 

▲ 

諮問 答申 
（予定） 意見募集

受付期間
終了 

選定 
手続 

選定 

３月

▲

▲ ▲

▲ ▲

▲ 

開発等 

契約締結 
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（参考）IPoE 接続事業者の責務 

IPoE 接続事業者との接続等は、他事業者が NGN を利用する上で不可欠であり、その事業

展開上高い重要性を有することになるため、IPoE 接続事業者が、他事業者に対し不当な接続

条件等を付したり、不当に差別的な取扱いを行う場合には、公正な競争環境での事業展開が困

難となり、最終的には利用者利益が阻害される結果となる。 

このため、接続約款において、当該 IPoE 接続事業者の責務として、以下の二つが遵守すべ

き事項として定められるとともに、当該事項に違反したと総務大臣が認めた場合には、NTT 東

西は、接続の停止や協定の解除を行うことがある旨が定められており、今回の接続約款変更に

おいても、その点は維持されている。 

① 事業者に対して不当な接続等の条件を付さないこと 

② 特定の電気通信事業者に対して不当に差別的な取扱いを行わないこと 
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審 査 結 果 
 

 電気通信事業法施行規則（昭和 60年郵政省令第 25号。以下「施行規則」という。）、接続

料規則（平成 12 年郵政省令第 64 号）及び電気通信事業法関係審査基準（平成 13 年 1 月 6 日

総務省訓令第 75 号。以下「審査基準」という。）の規定に基づき、以下のとおり審査を行っ

た結果、認可することが適当と認められる。 

審  査  事  項 審査 

結果 

事 由 

１ 施行規則第 23 条の 4 第 1 項で定める箇所における技術的

条件が適正かつ明確に定められていること。（審査基準第

15条(1)ｱ） 
－ 

該当事項なし。 

２ 接続料規則第 4 条で定める機能ごとの接続料が適正かつ明

確に定められていること。（審査基準第 15条(1)ｲ） － 
該当事項なし。 

３ 第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者及び当

該指定電気通信設備とその電気通信設備を接続する他の電気

通信事業者の責任に関する事項が適正かつ明確に定められて

いること。（審査基準第 15条(1)ｳ） 

－ 

該当事項なし。 

４ 電気通信役務に関する料金を定める電気通信事業者の別が

適正かつ明確に定められていること。（審査基準第 15 条(1)

ｴ） 
－ 

該当事項なし。 

５ 他事業者が接続の請求等を行う場合において、①必要な情

報の開示を受ける手続、②接続の請求への回答を受ける手

続、③協定の締結及び解除の手続、④情報開示に係る標準的

期間、⑤接続の請求から回答・接続が開始されるまでの標準

的期間等が適正かつ明確に定められていること。（施行規則

第 23条の 4第 2項第 1号及び審査基準第 15条(1)ｵ） 

適 

接続申込数等の状況別に接続の

請求から回答を受けるまでの手続が

適正かつ明確に定められていると認

められる。 

６ 他事業者が接続に必要な装置を建物、管路、とう道若しく

は電柱等に設置等する場合において、①情報の開示を受ける

手続、②設置等の可否について回答を受ける手続、③他事業

者が工事又は保守を行う場合の手続、④工事又は保守に他事

業者が立会いをする手続、⑤工事に係る標準的期間、⑥場所

等に関して他事業者が負担すべき金額、⑦工事等に関して他

事業者が負担すべき金額が適正かつ明確に定められているこ

と（施行規則第 23条の 4第 2項第 2号及び審査基準第 15条

(1)ｵ） 

－ 

該当事項なし。 

７  他事業者が屋内配線を利用する場合において、①工事を行

う手続、②負担すべき金額、③利用する場合の条件が適正か

つ明確に定められていること。（施行規則第 23 条の 4 第 2

項第 3号及び審査基準第 15条(1)ｵ） 

－ 

該当事項なし。 

８  第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が工事

若しくは保守、料金の請求若しくは回収その他第一種指定電

気通信設備との接続に係る業務を行う場合に、これに関して

当該他事業者が負担すべき能率的な経営の下における適正な

原価に照らし公正妥当な金額が適正かつ明確に定められてい

ること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 4 号及び審査基準

第 15条(1)ｵ） 

－ 

該当事項なし。 
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９  第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者及び

他事業者がその利用者に対して負うべき責任に関する事項

が適正かつ明確に定められていること。（施行規則第 23 条

の 4第 2項第 5号及び審査基準第 15 条(1)ｵ） 

－ 
該当事項なし。 

10  法第８条第１項の重要通信の取扱方法が適正かつ明確に

定められていること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 6 号

及び審査基準第 15条(1)ｵ） 
－ 

  該当事項なし。 

11  他事業者が接続に関して行う請求及び第一種指定電気通

信設備を設置する電気通信事業者が当該請求に対して行う

回答において用いるべき様式が適正かつ明確に定められて

いること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 7 号及び審査基

準第 15条(1)ｵ） 

－ 

該当事項なし。 

12 他事業者と協議が調わない場合のあっせん又は仲裁によ

る解決方法（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 8 号及び審査基

準第 15条(1)ｵ） 
－ 

該当事項なし。 

13 番号ポータビリティ機能の接続料について、施行規則第

15 条の 2 ただし書の規定によるときは、固定端末系伝送路

設備を直接収容する交換等設備を設置する電気通信事業者

が当該機能の接続料を負担すべき電気通信事業者から当該

機能の接続料の額に相当する金額を取得し当該機能の接続

料を第一種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者に

支払うことを確保するために必要な事項が適正かつ明確に

定められていること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 9 号

及び審査基準第 15条(1)ｵ） 

－ 

該当事項なし。 

14 前各号に掲げるもののほか、他事業者の権利又は義務に

重要な関係を有する電気通信設備の接続の条件に関する事

項があるときは、その事項が適正かつ明確に定められてい

ること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 10 号及び審査基

準第 15条(1)ｵ） 

－ 

該当事項なし。 

15 有効期間を定めるときは、その期間が適正かつ明確に定

められていること。（施行規則第 23 条の 4 第 2 項第 11 号

及び審査基準第 15条(1)ｵ） 
－ 

該当事項なし。 

16 接続料が接続料規則に定める方法により算定された原価

に照らし公正妥当なものであること。（審査基準第 15 条

(2)） 
－ 

該当事項なし。 

17  接続の条件が、第一種指定電気通信設備を設置する電気

通信事業者がその指定電気通信設備に自己の電気通信設備

を接続することとした場合の条件に比して不利なものでな

いこと。（審査基準第 15条(3)） 

－ 
該当事項なし。 

18  特定の電気通信事業者に対し不当な差別的取扱いをする

ものでないこと。（審査基準第 15条(4)） 

適 

IPoE 接続が可能な事業者数は、

技術的な問題から、最大 16 社に限

られるが、その選定条件等は適正か

つ明確に定められており、その他の

変更内容についても、特定の電気通

信事業者に対し不当な差別的取扱い

をするものとは認められない。 
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前回認可時(平成２１年８月)の措置要請事項の実施状況

NTT東西に対する措置要請事項 NTT東西実施状況

提供開始時期
• PPPoE方式の提供開始時期がIPoE方式の提供開始時期より遅
れることのないように努めること

•PPPoE方式はH23.6、IPoE方式はH23.7に提供開始

PPPoE方式
利用者負担の軽減

• PPPoE方式に係る利用者負担の軽減等に資する取組を積極的
に行うように努めること

・PPPoE対応アダプタについて提供開始時に1万円未満で販
売

・HGWのアダプタ機能一体化についてJAIPAよりNTT東西へ要
望があり、年度内合意に向けてNTT東西とJAIPAで協議中

PPPoE方式（IPv4/IPv6）
ISP事業者負担の軽減

• PPPoE方式において、ＩＳＰ事業者の負担を軽減する観点から、
一の網終端装置でＩＰｖ４接続とＩＰｖ６接続の双方が可能となるよう
な方策について検討すること

・H24.12以降、ＩＰｖ４接続とＩＰｖ６接続の双方が可能となるよ
うな網終端装置を順次提供

IPoE接続事業者数拡大
• 今後の技術の進展状況等を踏まえつつ、IPoE接続事業者の最大
数をできる限り増加できるように検討を行うこと

・IPoE接続事業者の最大数を16社に増加する接続約款の変
更認可を申請 （H26.3に提供開始予定）

IPoE接続事業者の選定
• IPoE接続申込事業者への選定結果の通知に先立ち、選定結果
及び当該選定が今回の申請案に規定する選定基準に基づき行
われた旨を示す書類を総務省に報告すること

•NTT東西より選定結果及び当該選定が選定基準に基づき
行われた旨を総務省に報告（H21.12）

IPoE方式の
相互接続点拡大

• 関係事業者からの具体的な要望等を踏まえ、過度の経済的負担
等が生じない場合は、IPoE接続に係る相互接続点の増設に向け
て取り組むこと

・既存 IPoE接続事業者３社よりNTT東西へ要望があり
（H24.8）、現在協議中

違法有害情報等への

対応(IPoE方式)

• IPoE方式における網内折返し通信に関し、違法有害情報等への
対応について、IPoE接続事業者等と連携しながら、適時適切に
対応を行うように努めること

・網内折り返し通信に関する違法有害情報等への対応につい
ては、 NTT東西において通信の秘密に配慮しながらユーザ
対応を実施。なお、IPoE接続事業者との連携については、
NTT東西は引き続き具体的な協議を実施

DNSサーバの設置
• IPoE接続事業者から、自らＤＮＳサーバを設置したいとの要望が
寄せられた場合は、その実現に向けて積極的に対応を行うこと

•IPoE接続事業者の要望を受け、IPoE接続事業者がDNS
サーバを設置

情報開示と
円滑な協議

• 今後も、利害関係者であるＩＳＰ事業者の理解が得られるように必
要な情報を積極的に開示するとともに、システム開発等に係る事
業者間協議が円滑に行われるように努めることを要請すること

•JAIPAをはじめ、各事業者と適宜協議を実施
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総務大臣

川端達夫殿

接続約款変更認可申請書

西設相制第 3 4号

平成24年 9月え巴 日

郵便番号 540-8511 

おおさかふおおさかしちゅうおうくぱんぱちょう

住所 大阪府大阪市中央区馬場町3番 15号

名称及び代表者の氏名

にしにっぽんでんしんでんわかぶしきがいしゃ

西日本電信電話株式会社

むらお

代表取締役社長村尾

登録の年月日及び番号

平成16年4月 1日 第 234号

電気通信事業法第33条第2項の規定により 、別紙のとおり接続約款の変更の

認可を受けたいので申請します。

実施期日 |認可を受けた後、速やかに実施します。



電気通信事業法第33条第2項に基づく第 1種指定電気通信設備との接続に関する契約約款の一部改正

|日

(用語の定義)

第3条この約款においては、次表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。

用語

1 ~106 (略)

107トンネル方式

108ネイティブ方式

(接続申込みの承諾)

意味

(略)

I P通信網内における通信方式のうちトンネリングプロトコルに

より通信路を設定して通信を行う方式

I P通信網内における通信方式のうちトンネル方式以外の方式

第 22条 当社は、前条に規定する接続申込みがあったときは、次の各号の場合を除き、その接続
申込みを受け付けた順番に従って別表3 (様式)様式第 13の書面により承諾します。

川 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき(接続申込者が、 DSL回線と
の接続を要望する場合には、社団法人情報通信技術委員会(以下 nTCJといいます。)におい
てスペクトル適合性が確認されていない伝送システムにより接続しようとするときを、ネイティブ

方式による接続(インターネット接続サービスを提供する協定事業者が IP通信網との接続を IP
v 6アドレスにより行うものに限ります。以下「ネイティブ接続Jといいます。)を要望する場合
には、ネイティブ接続を行っている協定事業者(当社からネイティブ接続に係る接続申込みの承諾

を受けている接続申込者を含みます。)の数が3に達しているときを、それぞれ含みます。)。

(2) その接続により当社の利益を不当に害するおそれがあるとき。
(3) 接続申込者が接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、文は怠るおそれがあるとき(第 77

条の3 (債務の履行の担保)第 1項各号に定める事由のいずれかが発生したときを含み、接続申込

者が接続に関し負担すべき債務の履行が担保されたときを除きます。以下、第 100条(承諾の限界)
において同じとします。)。

(4) 接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が妓術的又は経済的に著しく困難であ
るとき。

2~3 (略)

(当社が行う協定の解除)

第45条当社は、第60条(接続の停止)の規定により接続を停止された協定事業者が、なおその
事実を解消しないときは、協定を解除することがあります。ただし、第 60条第1項の表中第4欄
の規定により接続を停止された協定事業者との間で締結している協定を解除する場合は、当該協定

事業者が第 50条の4 (ネイティブ接続に係る責務)の規定に違反している事由が解消されていな
い旨を総務大臣が認めたときに限るものとします。

2 ~3 (略)

新

(用語の定義)

第3条この約款においては、;欠表の左欄の用語はそれぞれ右欄の意味で使用します。

用語

1 ~106 (略)

107 P PPoE方式

108 I P 0 E方式

(接続申込みの承諾)

意味

(略)

I P通信網内における通信方式のうちトンネリングプロトコルに

より通信路を設定して通信を行う方式

I P通信網内における通信方式のうち PPPoE方式以外の方式

第 22条 当社は、前条に規定する接続申込みがあったときは、次の各号の場合を除き、その接続
申込みを受け付けた順番に従って別表3 (様式)様式第 13の書面により承諾します。
川 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき(接続申込者が、 DSL回線と
の接続を要望する場合には、社団法人情報通信技術委員会(以下 rTT CJといいます。)におい
てスペクトル適合性が確認されていない伝送システムにより接続しようとするときを、 IP 0 E方

主による接続(インターネット接続サービスを提供する協定事業者が IP通信網との接続を IPv

6アドレスにより行うものに限ります。以下 rIPoE接続』といいます。)を要望する場合には、
l P 0 E接続を行っている協定事業者(当社から lP 0 E接続に係る接続申込みの承諾を受けてい

る接続申込者を含みます。)の数が16に達しているときを、それぞれ含みます。)。
(2) その接続により当社の利益を不当に害するおそれがあるとき。

(3) 接続申込者が接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、文は怠るおそれがあるとき(第 77

条の3 (債務の履行の担保)第 1項各号に定める事由のいずれかが発生したときを含み、接続申込

者が接続に関し負担すべき債務の履行が担保されたときを除きます。以下、第 100条(承諾の限界)
において同じとします。)。

(4) 接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的文は経済的に著しく困難であ
るとき。

2~3 (略)

(当社が行う協定の解除)

第45条当社は、第60条(接続の停止)の規定により接続を停止された協定事業者が、なおその
事実を解消しないときは、協定を解除することがあります。ただし、第 60条第1項の表中第4欄
の規定により接続を停止された協定事業者との聞で締結している協定を解除する場合は、当該協定

事業者が第 50条の4 (1 PoE接続に係る責務)の規定に違反している事由が解消されていない
旨を総務大臣が認めたときに限るものとします。

2 ~3 (略)

1



(守秘義務) (守秘義務)

第 47条当社及び協定事業者は、接続にあたり相互に知り得た当社又は協定事業者の技術上、経営 第47条当社及び協定事業者は、接続にあたり相互に知り得た当社文は協定事業者の技術上、経営

上及びその他一般に公表していない事項に関する秘密を厳守し、これを目的外に使用しないことと 上及びその他一般に公表していない事項に関する秘密を厳守し、これを目的外に使用しないことと

します。 します。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではありません。 ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではありません。

(1) ~ (7) (略) (1) ~ (7) (略)

(8) ネイティブ接続に関し、当社から接続申込みの承諾を受けた接続申込者名等を開示する場合 (8) 1 P 0 E接続に関し、当社から接続申込みの承諾を受けた接続申込者名等を開示する場合

(ネイティブ接続に係る責務) ( 1 P 0 E接続に係る責務)

第 50条の 4 ネイティブ接続を行っている協定事業者(当該接続に係る接続申込者を含みます。) 第 50条の 4 1 P 0 E援続を行っている協定事業者(当該鍍続に係る接続申込者を含みます。)は、

は、ネイティブ接続に関する協定等 (1P通信網とのネイティブ接続に係る機能により提供される 1 P 0 E接続に関する協定等(1 P通信網との 1P 0 E接続に係る機能により提供される接続機能

接続機能に関する協定文は卸電気通信役務の提供に関する契約をいいます。以下同じとします。) に関する協定又は卸電気通信役務の提供に関する契約をいいます。以下同じとします。)の締結等

の締結等について、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならないものとします。 について、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならないものとします。

川不当な接続の条件又は卸電気通信役務の提供の条件を付さないこと。 (1)不当な接続の条件文は卸電気通信役務の提供の条件を付さないこと。
(2) 特定の電気通信事業者に対して不当に差別的な取扱いを行わないこと。 (2) 特定の篭気通信事業者に対して不当に差別的な取扱いを行わないこと。

(接続の停止) (接続の停止)

第 60条当社は、協定事業者が次表の左欄のいずれかに該当するときは、右欄に規定する期間、こ 第 60条当社は、協定事業者が次表の左欄のいずれかに該当するときは、右欄に規定する期間、こ

の約款に基づき締結した協定に係る接続を停止することがあります(表中第2欄の場合において、 の約款に基づき締結した協定に係る接続を停止することがあります(表中第2欄の場合において、

新たな接続申込みに限り債務の履行の担保を要するときは、既存の接続を停止することはないもの 新たな接続申込みに限り債務の履行の担保を要するときは、既存の接続を停止することはないもの

とします。)。 とします。)。

区別 期間 区別 期間

(1)~(3) (略) (略) (1)~(3) (略) (略)

(4 ) 第 50条の4 (ネイァィブ接続に係る責 その違反の事由が解消された旨を総務大臣 (4 ) 第 50条の 4 (1 PoE接続に係る責務) その違反の事由が解消された旨を総務大臣

務)の規定に違反している旨を総務大臣が認めた が認めるまでの間 の規定に違反している旨を総務大臣が認めたと が認めるまでの間

とき。 き。

料金表 料金表

第1表接続料金 第1表接続料金

第2 網改造料 第2 網改造料

1 - 1 網改造料の対象となる機能 1 -1 網改造料の対象となる機能

区別 備考 区別 備考

(1 ) ~ (50) (略) (略) (略) (1 ) ~ (50) (略) (略) (略)

(51) 1 P通信網との接続 ア 1 P通信網終端装置に (7) (イ)以外の場合 (51) 1 P通信網との接続に ア 1 P通信網終端装置に (7) (イ)以外の場合

に係るインタフェース機能 協定事業者との接続(トン 係るインタフェース機能 協定事業者との接続 (PP 

ネル方式により行うもの lイ) 1 P通信網との接 P 0 E方式により行うもの (イ) 1 P通信網との接

に限ります。)のためのイ 続を 1P v 6アドレス に限ります。)のためのイ 続を 1P v 6アドレ

ンタフェースを付与する のみにより行う場合 ンタフェースを付与する機 スのみにより行う場

機能 会円包包
dEh ヨ

イ(略) イ(略)

(52) ~ (60) (略) (略) (略) (52) ~ (60) (略) (略) (略)

(61) 1 P通信網との主正 ネイァィブ接続を行うための機能 (61) 1 P通信網との 1P 1 P 0 E接続を行うための機能

ティプ接続に係る機能 o E鍍続I二係る機能
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附則

(実施時期)

1 この改正規定は、認可を受けた後、速やかに実施します。

(I P 0 E接続に係る接続申込みの承諾についての特則)

2 当社は、 I P 0 E接続に係る接続申込みを受け付ける期間(平成 24年度内に設定する期間と
します。以下この附則において「受付期間』といいます。)を定め、当該受付期間に受け付けた l

Po E接続に係る接続申込み(以下この附則において「選定対象接続申込み」といいます。)につ

いて、次の各号に掲げる選定対象接続申込みの数に応じ、当該各号に定めるとおり取り扱うことと

主主主L
川 選定対象接続申込みの数が、受付期聞が終了した時点で IP 0 E接続を行っている協定事業

者の数を含め 16以下のとき
受付期間経過後、第 22条(接続申込みの承諾)第1項の規定に基づき承諾するものとします。
12) 選定対象接続申込みの数が、受付期間が終了した時点で IP 0 E接続を行っている協定事業

者の数を含め 17以上のとき
受付期間経過後、第 22条第 1項中「その接続申込みを受け付けた順番に従って」とあるのを、 「附
貝IJ(平成24年 月 日西設相制第 34号)第3項第1号に規定するインターネット接続サービスの
契約数等の合計数の多い順番に従い、当該合計数が同数の場合であって、当該合計数の多い順番に

従って承諾することができない IP 0 E接続に係る接続申込者(以下、この項及び次項においてrI 
Po E接続申込者Jといいます。)があるときには、当該 IP 0 E接続申込者については、同附則
第3項第3号に規定する IP 0 E接続申込者のインターネット接続サービスの契約数等の多い順

番に従って」と読み替え、読み替え後の同項の規定に基づき承諾するものとします。

3 前項第2号に規定する場合は、 I P 0 E接続申込者は、当社からの通知に基づき、次の第 1号

及び第2号に掲げる書面を当社が定める期日までに提出することを要します。また、前項第2号に

おいて、当該合計数の多い順番に従って承諾することができない IP 0 E接続申込者があるとき

は、当該 IPoE接続申込者は、当社からの通知に基づき、次の第3号に掲げる書面を当社が定め

る期固までに提出することを要します。

川 他事業者(当該 IP 0 E鐘続申込者の接続申込みが承諾されることを前提として、当該 IP 

oE接続申込者に対し、 IP 0 E接続に関する協定等の締結に係る申込みを行っている者に限りま

す。以下この項において同じとします。)のインターネット接続サービスの契約数等(電気通信事

業報告規則(昭和 63年郵政省令第46号。以下この項において「報告規則」といいます。)第2条
第 1項に規定するインターネット接続サービス(携帯電話・ PHS端末インターネット接続サービ

スであるものを除く。)の契約数等であって、当社が定める時点のものとします。以下、この項に

おいて同じとします。)及びその合計数を記した書面(当社が定める様式によるものとし、報告規

則に基づき当該契約数等を総務大臣に報告している他事業者については、当該報告に係る書面等

(報告規則様式第7によるものとします。)の写しを添付するものとします。)

(2) 他事業者が、当該 IP 0 E接続申込者に対して、 I PoE接続に関する協定等の締結に係る

申込みを行っていることを示す書面

{3) I P 0 E接続申込者のインターネット接続サービスの契約数等を記した書面(当社が定める

様式によるものとし、報告規則に基づき当該契約数等を総務大臣に報告している IP 0 E接続申込

者については、当該報告に係る書面等(報告規則様式第7によるものとします。)の写しを添付す

るものとします。)

4 e当社は、第 47条(守秘義務)の規定にかかわらず、前項の規定に基づき当社に提出された書
面に記された情報の内容について主務官庁に通知し、確認を求めることがあります。

5 当社は、受付期間経過後に受け付けた IP 0 E接続に係る接続申込みについては、選定対象接

続申込みを承諾した後に、第 22条第 1項の規定に基づき承諾するものとします。
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技術的条件集

電気通信事業法第33条第2項に基づく第1種指定電気通信設備との接続に関する契約約款の一部改正

旧 | 新

技術的条件集

第 1章~第2章(略)

技術的条件集別表

1"-' 25.4 (略)
2 6 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv4トンネル

方式)

26.1 IP通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv4トンネル
方式-IPv6機能部)

26.2 IP通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv4トンネル
方式一10GBASE-LRインタフェース)

26. 3 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv6トンネル
方式)

26.4 IP通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv6トンネル
方式 10GBASE-LRインタフェース)

26.5 IP通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv6主1T-{
ブ方式)

27.1 "-' 38 (略)

第1章~第2章(略)

技術的条件集別表

1 "-' 25.4 (略)
2 6 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv4PPPoE方

式)

26.1 IP通信網 ISP接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv4PPPoE方式
-IPv6機能部)

26.2 IP通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 (IPv4PPPoE方式
-10GBASE-LRインタフェース)

26.3 IP通信網 ISP接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv6PPPoE方式)

26. 4 

26. 5 

1 P通信網 ISP接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv6PPPoE方式
-10GBASE-LRインタフェース)
1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様(IPv6IPoE方式)

27.1 "-' 38 (略)
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第 1章通則

(用語の定義)

第 1条(略)

用語

(略)

(92) 1 P通信網 1S P接続
用ルータ接続インタフェー

ス(トンネル方式)

(略)

(111) 1 P通信網 1S P接
続用ルータ接続インタフェ

ース(ネイティブ方式)

(略)

第 2条~第3条(略)

意味
(略)

協定事業者が ISP接続用ルータにおける IP通信網終端装
置と トンネル方式を利用して接続する時に適用するイン

タフェース種別

(略)

協定事業者が 1S P接続用ルータにおける 1P通信網終
端装置とネイティブ方式を利用して接続する時に適用す

るインタフェース種別

(略)

第 1章 通則

(用語の定義)

第 1条(略)

用語

(略)

(92) 1 P通信網 ISP接続
用ルータ接続インタフェー

ス (PPPoE方式)
(略)

(111) 1 P通信網 1S P接
続用ルータ接続インタフェ

ース OPoE方式)
(略)

第2条~第3条(略)

意味
(略)

協定事業者が ISP接続用ルータにおける IP通信網終端装
置とPPPoE方式を利用して接続する時に適用するインタフ
エース種別

(略)

協定事業者が 1S P接続用ルータにおける 1P通信網終
端装置と IPoE方式を利用して接続する時に適用するイン
タフェース種別

(略)
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(その他接続に必要な事項)

第112条(略)
(その他接続に必要な事項)

第112条(略)
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技術的条件集別表1 相互接続箇所毎の接続番号

1. 直接協定事業者との接続箇所ごとの接続番号

(略)

(1/6) ~ (4/6) (略)
(5/6) 

インタフェース種別 IP通信網 I IP通信網 Isl 
SP接続用ル P接続用ルー
ータ接続イン タ接続インタ

タフ ェー ス フェース (ネ

(略) (トンネル方 イティブ方

式) 式)

形態 14 形態 14-2

接続番号

分類 1(OOXY~) 

設置中継系番号

分類2(oOXY~) 

国際系番号

分類3(OA~ J) 

端末系番号

分類4(OAO-CDE~) 

携帯 ・自動車電話系番号

分類5(oAO-CDE~) 
(略) (略) (略)

接続型PHS系番号
分類6(oAO-CDE~) 

活用型PHS系番号
分類7(oAO-CDE~) 

無線呼出し系番号

分類8(o091~) 

非設置中継系番号

分類9(o 50C~K) 

1 P電話番号
(6/6) (略)

技術的条件集別表1 相互接続箇所毎の接続番号

L 直接協定事業者との接続箇所ごとの接続番号

(略)

(1/6) ~ (4/6) (略)

インタ7エース種別 IP通信網 1S 
P接続用ルー
タ接続インタ

フェ ー ス

(略) (PPPoE方式)

形態 14 

接続番号

分類 1(oOXY~) 

設置中継系番号

分類2(OOXY~) 

国際系番号

分類3(OA~ 1) 

端末系番号

分類4(oAO-CDE~) 

携帯・自動車電話系番号

分類 5 (oAO-CDE~) 
(略) (略)

接続型PHS系番号
分類6(OAO-CDE~) 

活用型PHS系番号
分類7(oAO-CDE~) 

無線呼出し系番号

分類8(00 91~) 

非設置中継系番号

分類9 (0 50C~K) 

1 P電話番号
(6/6) (略)

(5/6) 

IP通信網 1S 
P接続用ルー
タ接続インタ

フェ ー ス

OPoE方式)

形態 14-2

(略)
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2 サービス番号への接続条件
(略)

技術的条件集別表26 1 P通信網1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 OPv4ト
と主北方式)

(略)

2. サービス番号への接続条件
(略)

技術的条件集別表 26 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様
OPv4PPPoE方式)

(略)
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技術的条件集別表26.1 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様 CIPv4I技術的条件集別表 26.1 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様
上之主北方式一IPv6機能部) I (IPv4PPPoE方式一IPv6機能部)

(略) (略)
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技術的条件集別表 26.2 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様(IPv4I技術的条件集別表 26.2 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様
トンネル方式-10GBASE-LRインタフェース) I (IPv4PPPoE方式-10GBASE-LRインタフェース)

(略) (略)
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技術的条件集別表26.3 1 P通信網 ISP接続用ルータ接続インタフェース仕様(lPv6 I技術的条件集別表 26.3 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様
上と主止方式) (IPv6PPPoE方式)

(略) (略)
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技術的条件集別表 26.4 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様(IPv6I技術的条件集別表 26.4 1 P通信網 1S P接続用ルータ接続インタフェース仕様
トンネル方式一10GBASE-LRインタフェース) I (IPv6PPPoE方式 10GBASE-LRインタフェース)

(略) (略)
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技術的条件集別表26.5 1 P通信網ISP接続用ルータ接続インタフェース仕様(lPv6ネ |技術的条件集別表26.5 1 P通信網ISP接続用ルータ接続インタフェース仕様(lPv6IPoE
王T-{7.方式) I方式)

(略) (略)
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